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要旨 

 

本論文では磁界共振結合を用いた電気自動車へのワイヤレス給電について，実用化に向けて必要と

なる理論の構築を行い実験によって具体例を示し，さらに走行中の電気自動車への理論の拡張を行な

ったものである。 

現在電気自動車(EV: Electric Vehicle)が普及の兆しを見せているが，EV は高価で一充電走行距離が短

いという問題がある。これはバッテリーの価格や性能に起因する問題であり，自動車メーカー各社は

これらの問題を解決すべくバッテリー性能の向上と低価格化を目指しているが一朝一夕に解決するも

のではない。しかし考え方を変え，充電方法をケーブル接続によるものからケーブルレス，つまりワ

イヤレスとすることができれば駐車場や交差点等に給電装置を設置しておくことで駐車中や赤信号で

の停止中に無意識に，そして頻繁に給電することが可能となり車重やコストを犠牲にしてバッテリー

を大容量化・高性能化せずとも疑似的に航続距離を伸ばすことが可能になり，バッテリーに起因する

問題を解決できる。さらに停車中だけでなく走行中の車両への給電が可能となれば，高速道路など長

距離を停車せず走行する場合においても充電が可能となり EV の長距離連続運用が実現する。つまり

停車中だけでなく走行中のワイヤレス給電についても提案することで EV の持つバッテリーに関する

問題点を完全に解決し EV の普及を急速に進めることに貢献することができる。 

EV へのワイヤレス給電を考えた場合，電力を送る送電器を地中に設置し電力を受け取る受電器を

車両下部に配置することが考えられる。また供給する電力は数 kW から数百 kW というオーダーであ

る。つまり数十 cm～1m の伝送距離を高効率かつ大電力でワイヤレス給電できることが求められる。

これらの要件を満たすワイヤレス給電方式として磁界共振結合方式が挙げられる。この方式は 2007

年に発表され，磁界の共振現象を用いている。その発表内容では 1m の伝送距離で効率 90%， 2m の

伝送距離で効率 60%，それぞれ 60W 電球を点灯させる実験を行なっている。 

本論文の構成について示す。 

第 1 章では緒言としてワイヤレス給電に関する研究の現状を紹介し，それを踏まえた本研究の方針

について説明した。先行研究として近年のワイヤレス給電の研究の火付け役となった磁界共振結合の

発表から各研究機関での電気自動車等へのワイヤレス給電について述べた。そして現在の研究の課題

点を示し，本論文の研究方針と構成について述べた。 

第 2 章では EV への給電に必要な長伝送距離・高効率・大電力伝送に向けた磁界共振結合の特性解

明を行なった。磁界共振結合の特性の解明は先行研究で数多く行われている。しかし従来の研究では

研究者のバックグラウンドによって想定している電源・負荷の構成が異なりさらに効率の定義すら違

う。また伝送距離や負荷が変化した場合など，実際の使用状態を考慮した特性の解明が行われていな

い。また多くの研究は伝送効率のみの評価を行なっている。実際の電力伝送では効率だけでなく，電

源・負荷の設計のために入出力の電圧と電流の関係が必要である。さらに大電力化の際には入力電圧

または電流と負荷消費電力の関係が重要である。そこで本研究では，EV へのワイヤレス給電に特化

した特性の解析を行なった。磁界共振結合の入出力特性を効率だけでなく，入出力の電圧や電流，入

力インピーダンス，効率，負荷消費電力を定式化した。その式を用いて負荷抵抗値や伝送距離が変化

した場合にそれらがどのように変化するかを論じた。その結果，伝送距離が変化した場合の効率だけ

でなく伝送距離と負荷抵抗値が変化した場合の入出力の電圧・電流・消費電力の関係が明らかとなっ

た。また効率改善には送受電器の性能改善だけでなく，二次側入力インピーダンスを適切な値に設定

する必要があることが明らかとなった。 

第 3 章では第 2 章で明らかになった結果を用いて長伝送距離での大電力かつ総合効率の向上に焦点

を当てたワイヤレス給電実験を行なう。先行研究においてもワイヤレス給電実験は行われているが，

この研究分野は企業等で行われていることが多いため経営上の理由から入出力の特性や機器の詳細が
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公開されていないことが多い。また，長伝送距離と大電力伝送を両立した例がない。また電球などの

抵抗負荷への給電が主であり，EV への給電の際，負荷として予想されるキャパシタ等への給電の例

が少ない。そこで本研究では，まず第 2 章で導出した入出力特性式を用い，必要な消費電力と送受電

器のパラメータから入出力の電圧・電流の設計を行い，想定される各部の電圧・電流を明らかにした。

その後高い効率を持つ高周波電源と整流器の制作を行なった。そして抵抗負荷へ大電力給電実験を実

施した。その結果，伝送距離 30cmで総合効率 88.3%・負荷消費電力 3.4kW，伝送距離 40cmで 77.8%・

1.7kW という結果を得ることができた。次に DC-DC コンバータを用いた伝送効率改善を行なった。

DC-DC コンバータを用いることで負荷抵抗値が低い場合に伝送効率が上昇させることができること

を実証した。また，市販の EV へのワイヤレス給電実験を行なった。 

第 4 章では，走行中の EV へのワイヤレス給電に向けた給電区間延長の方法について述べた。走行

中ワイヤレス給電を考えた場合，車両は高速で移動するため通常形状の送受電器では給電区間が短く

短距離短時間の給電のみとなってしまう。そのため何らかの方法で給電区間を長くする必要がある。

先行研究でも同様に考え研究が行われているが発展途上にある。本研究ではまず，送電器形状を変化

させることで給電区間拡大を狙った非対称送受電器の解析を行なった。非対称送受電器は送電器と受

電器が異なる形状であるものを指す。等価回路を用いた解析を行なうことで，送電側・受電側どちら

かの損失を低減させることで高効率化が図れるが，大電力を消費させるには送電側の損失を低減させ

るような構造が必要であることが分かった。次に中継器羅列による給電区間の延長について解析を行

なった。送電器・受電器間の伝送距離延長方法として中継器を挿入する方法がある。この中継器を道

路側に敷き詰めることで給電区間を長くできることが考えられる。この方法であれば車両位置検出が

不要であり埋設が容易となり施工コストが低く抑えられる。この方法を用いた場合の解析を行なった。

その結果，道路側共振器（送電器・中継器）の数と受電器の位置によって高効率電力伝送が行えない”

デッドゾーン”が発生することが明らかとなった。このことからデッドゾーンを低減した地上側共振器

の考案が必要であることが分かった。 

第 5 章では，本論文のまとめを述べ，今後の課題について示した。 

本論文では電気自動車へのワイヤレス給電に向けて，現実に目を向け技術の基盤となる本質的な研

究を行ない，特性を明らかにし，実験によって具現化することによって今後の研究方向性を示すこと

ができた。 
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第1章 緒言 
 

 

 

 

1.1 研究背景 

1.1.1 電気自動車の課題 

電気自動車の普及状況と課題 

近年，エネルギー問題や環境問題の観点から電気自動車が注目されている。電気自動車は使用時に

温暖化ガスを排出しないこと，高い静粛性・制御性など数々の利点がある。しかしその利点にもかか

わらず普及は進んでいない。図 1.1 は近年のハイブリッドカー・電気自動車等の販売台数である[1]。

プラグインハイブリッドを含む電気自動車の販売は近年急上昇しているように見えるが，ハイブリッ

ドカーの販売台数の上昇と比較すると電気自動車の販売の伸びは少ない。 

 

  (a)  電気自動車販売台数           (b)  ハイブリッド・電気自動車販売台数 

図 1.1  電気自動車の販売台数（ただし電動機付原付自転車も含む） [1] 

 

普及が進まない原因について考える。表 1.1 に近年市販された電気自動車の諸元の一覧を示す。こ

れを見るとガソリン車など内燃機関を用いる自動車と比較した場合の大きな違いは以下の 3 つある。 

(1) 短い一充電走行距離(航続距離) 

(2) 高価な車両価格 

(3) 長い充電時間 

これらの相違が電気自動車の問題点となり，ユーザーの購入意欲をそぎ普及の妨げになっていると

考えられている。 
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表 1.1  市販電気自動車 性能一覧 [2] 

 
三菱自動車工業 

i-MIEV M / G 

三菱自動車工業 

ミニキャブミーブ 

三菱自動車工業 

ミニキャブ・ 

ミーブトラック 

日産自動車 

LEAF S 

マツダ 

デミオ EV 

本田技研工業 

フィット EV 

トヨタ自動車 

eQ 

外観 

       

乗車人員 [人] 4 2 (4) 2 5 5 5 5 

外形 [mm] 3395 × 1475  

× 1610 

3395 × 1475 

×  1915 

3395 × 1475 

 × 1820 

4445 × 1770 

 × 1550 

3900 × 1695 

 × 1490 

4115 × 1720 

×  1580 

4445 × 1770 

 × 1545 

一充電走行距離

(JC08) [km] 
120 / 180 100 / 180 110 228 200 225 100 

モーター出力 

[kW] 
30 / 47 30 30 80 75 92 80 

電費 [Wh /km] 110 125 120 114 75 92 80 

電池容量 

[kWh] 

Li-ion 

10.5 / 16 

Li-ion 

10.5 / 16 

Li-ion 

10.5 

Li-ion 

24 

Li-ion 

20 

Li-ion 

20 

Li-ion 

12 

充電 

時間 

普通 

単相 

AC100V: 14h / 21h 

AC200V: 4.5h / 7h 

単相 

AC100V: 14h / 21h 

AC200V: 4.5 / 7h 

単相 

AC100V: 14h 

AC200V:  4.5h 

単相 

AC200V: 8h 

単相 

AC200V: 8h 

単相 

AC200V: 6h 

単相 

AC200V: 3h 

急速 

DC500V 

15 min /30 min 

(80%) 

DC500V 

15 min /35 min 

(80%) 

DC500V 

15 min 

(80%) 

DC500V 

30 min 

(80%) 

DC500V 

40 min 

(80%) 

DC500V 

20 min 

(80%) 

DC500V 

15 min 

(80%) 

価格（税込） 260万/380 万円 240~297.1 万円 185.8 万円 327.6 万円 357.7 万円 400 万円 360 万円 

これらの電気自動車の問題点について考える。まず航続距離が短い理由はガソリンなどの液体燃料

と比較して電池の質量エネルギー密度・体積エネルギー密度ともに圧倒的に低いためである(図 

1.2)(図 1.3)[3]。電池の搭載量を増やすことにより改善できるがその場合は車両の外形，重量が増大し

車両価格も上昇する。 

 
図 1.2 各燃料と電池のエネルギー密度の比較 [3] 
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図 1.3  電池のエネルギー密度の比較 [4] 

 

車両価格が高い理由は搭載されている電池の価格が高いためである。現在電気自動車で主に使用さ

れているリチウムイオン電池の価格は 10~15 万円/kWh であり[5]，表 1.1 と照らしあわすと車両価格

の半分以上を占める。表 1.2 はリチウムイオン電池製造に関するコスト試算である[6]。これをみると

製造コストの大部分が原材料費である。これは電池の電極材や電解液にリチウムやコバルト等の高価

なレアアースが使われているためである。そのことから原材料費の価格変動の影響を大きく受け，さ

らに大量生産による大幅なコストダウンは見込めない。 

 

表 1.2  リチウムイオン電池の製造コスト試算(百万セル/年とした場合) [6] 

 金額 [万円/年] 備考 

原材料費 346,775 妥当なロスを含む投入量 

設備償却 20,391 7 年平均償却，残存ゼロ 

補修費 4,282 3 %/年 

NMP 溶剤 11,173 外部再生のコスト分 

労役費 4,535 電気，ガス他 

残業費 5,683 80 h/月 

人件費 16,550 31 名＋4 名（管理者） 

工場管理費 2,039 償却の 25%相当 

総計 411,429  

 

充電時間が長いことに関して考える。従来の自動車は体積エネルギー密度の高い液体燃料をタンク

に投入することでエネルギー補給が行われるため短時間で完了する。しかし電気自動車における充電

の場合は電池の化学変化を利用してエネルギーを内部にため込むため時間が掛かる。 

 

エネルギー補給方法の比較 

このように従来の内燃機関による自動車と電気自動車とではエネルギー補給の頻度と必要な時間

は大きく違う。これは自動車の利用スタイルに大きな影響を及ぼす。「燃料補給」と「充電」の比較を

行なうと表 1.3 の通りになる。 
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表 1.3  エネルギー補給方法の比較（乗用車の場合） 

 
内燃機関による自動車の場合 

（燃料補給） 

電気自動車の場合 

（充電） 

補給頻度 500km 程度 200km 以下 

補給に要する時間 5 分程度 30 分~20 時間 

補給場所 給油所 
充電ポイント，各家庭など 

不特定の場所 

補給方法 
専門の係員，または 

係員監視の下ユーザーが行なう 

専門員の無監視の下， 

ユーザー自身が行なう 

 

補給頻度に関して前述のとおり電気自動車は航続距離が短いため頻繁に行なう必要がある。補給に

要する時間について内燃機関による自動車の場合は燃料をタンクに投入するだけなので 5 分程度あれ

ば十分であるが，電気自動車の場合電池の特性から通常充電の場合 3～21 時間，急速充電であっても

15～30 分かかり，充電時間は電池容量に比例する。さらに給電には時間が掛かるため給電中は給電プ

ラグを差したまま放置せざるを得ず，いたずらに対する対策も必要となる。 

補給場所について通常の自動車の場合ガソリン等危険物貯蔵の観点からエネルギー補給に特化し

た「給油所」で行なうことになっている。一方電気自動車の場合は給電に時間がかかるという理由と

電力系統は各家庭に存在しある程度安全性も高いという理由から目的地や各家庭や充電ポイントで充

電することになる。つまりエネルギー補給の場所は従来よりも多くなるということである。補給方法

について従来の自動車の場合はガソリンスタンドの場合専門の係員が給油を行なうか，または専門の

係員の監視の下ユーザー自らが給油を行なう。これは燃料という危険物を扱うことによる必要性の他

に給油所という特定の場所であるため専門の係員を配置できるという理由もある。しかし電気自動車

の充電の場合，頻繁に充電する必要があることや駐車場で充電するという特性上，専門の係員を置か

ずユーザーが自らの責任で単独で充電操作を行なうことになる。 

以上を考えると，電気自動車の普及によって，自動車の運用スタイルが「給油所である程度の走行

間隔で係員による給油」から「目的地や家庭のいたるところで頻繁に充電」というスタイルに変化し

ていくことが分かる。そのため，充電には以下のような条件が必要となる。 

・ 充電方法は簡便であり，無資格者でも容易に扱えること 

・ 充電設備は安全であり，いたずら等がされにくいこと 

 

電池性能向上による航続距離延長の可能性 

次に電池の低価格化・性能向上の可能性について考える。図 1.4 に電池の開発目標とロードマップ

を示す[5]。この図を見ると 2030 年頃に航続距離 500km 程度と現在のガソリン車の航続距離に近づく

ことが記されている。しかし同時に何らかの技術的なブレークスルーが必要とあることから不確定要

素が多いことがわかる。このように電池の低価格化・性能向上には今後の長期間の技術開発の成果を

待つ必要があり不確定要素も多いため，電池の性能向上のみに頼った電気自動車問題点の解決を図る

のは困難である。 
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図 1.4  自動車用二次電池ロードマップ [5] 

1.1.2 電気自動車へのワイヤレス給電の適用 

ワイヤレス給電による電気自動車の課題解決 

現在の電気自動車の課題は短い航続距離・高価な車両価格・不便で時間のかかる充電である。これ

らの原因はすべて電池性能に起因しており，今後の技術開発による電池性能向上に期待するのは時間

がかかり不確定であることが分かった。 

そこで考え方を変え，電池の性能向上のみで電気自動車の問題を解決するのではなく，電気自動車

の充電方法をケーブルによる有線接続によるものから電線を用いないワイヤレスでの給電にすること

によって問題解決を図ることについて考える。 

電気自動車へのワイヤレス給電を考えた場合，電力を送出する送電器を駐車場や交差点路面下に埋

設し，電力を受け取る受電器を車両底部に取り付ける構造となる。これにより駐車場での駐車中や交

差点での停車中にプラグを接続する等の充電操作を経ることなく無意識のうちに充電が行なうことが

できる。これにより至る所での頻繁な充電が可能となるため，疑似的に航続距離が伸ばすことができ

る。また頻繁に充電を行なうため長い充電時間を必要としない。このことによりコストを犠牲にして

電池の高性能化・高容量化せずとも電気自動車の電池に関する課題解決が可能となる（図 1.5）。 

また電池に関する課題の解決が図れるだけでなく，充電に対する利便性と安全性が向上する。充電

方法をワイヤレスとすることで重いケーブルを引き回してプラグを接続することなく充電操作を行な

える。このため荒天時や力の弱い障碍者などでも容易に充電を行なうことができる。またワイヤレス

ワイヤレス給電はプラグの接点を持たないため感電の危険性がなく安全であり，いたずらの危険性も

なくなる。 
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(a)  ワイヤレス給電適用の利点   (b)  交差点でのワイヤレス給電 

図 1.5  ワイヤレス給電の電気自動車への適用 

 

走行中の電気自動車へのワイヤレス給電 

次に高速道路のような長時間の連続運転の場合を考える。高速道路での電気自動車の運用方法を考

えると「満充電⇒航続距離限界まで運転⇒サービスエリア等での急速充電⇒航続距離限界までの運転」

という流れを繰り返すことによって目的地に向かうことになる。しかし電気自動車は航続距離が短い

ため頻繁な充電が必要である。しかも表 1.1 にあるように電池性能により急速充電では満充電にする

ことはできずますます航続距離が短くなる。この通り電気自動車を高速道路のような長時間の連続運

用する場合は車両性能の都合で運用方法に制限が発生する。自家用車の場合であれば許容されること

ではあっても事業用車両では業務に支障が出ることになる。これでは事業者は事業用車両として電気

自動車を選択することはなく普及の大きな妨げとなる。 

しかし高速道路上での走行中給電が行えるようになれば，走行中に充電が行われるようになるため，

充電のための運用中断を余儀なくされることはない。(図 1.6) 

 

図 1.6  ワイヤレス給電の走行中の電気自動車への適用 

 

このように電気自動車の充電方法が「ケーブルによる有線での給電」から「ワイヤレスでの給電」

になることにより，電気自動車の電池に関する問題点を解決できるだけでなく多大な利便性と機能性

をもたらす。また走行中の電気自動車への給電が行えるようになることにより電気自動車の機能性が

高まり，電池にまつわる問題を完全に解決することができ電気自動車の普及を促進することができる。 

 

1.1.3 ワイヤレス給電方式と磁界共振結合について 

電気自動車にワイヤレス給電を適用する際の要件 

次に電気自動車にワイヤレス給電を適用する際のワイヤレス給電に必要な要件について考える。主

な要件は以下の通りである。 

  

Moving car
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(1) 電気自動車の給電に適した伝送距離での充電が可能なこと 

(2) 大電力での給電が可能であること 

(3) 高効率であること 

(4) 小型軽量，低コストであること(特に車両側) 

(1)に関して説明する。前述の通り電気自動車への給電の場合，送電器を地中に配置し受電器を車両

下部に配置することになる。そのため送電器の埋設深さと車両の最低地上高を足した値の伝送距離で

の給電が行える必要がある。道路運送車両法における「道路運送車両の保安基準」では車両の最低地

上高は 9cmと定義されている[6]。しかし実際の車両の最低地上高は表 1.4 のとおりとなっておりこの

値以下にすることは車両シャシー設計の自由度を狭め段差越えに不便をきたし商品性を悪化させる。

さらに送電器を路面下に埋設することになるが，走行中給電を考えた場合道路深層部分に埋設するこ

とになる（詳細は後述）。このため大きい伝送距離で電力伝送が可能である必要がある。 

(2)に関して説明する。現在の電気自動車のケーブル接続による充電電力については通常充電の場合

表 1.1 から単相 200V を用いて給電されるため最大で 3kW となる。急速充電の場合”CHAdeMO 方式”

で最大 50kW と定義されており[8]，この２つの電力容量が一定の目安となる。しかし今後の充電能力

の向上や大電力での充電が可能なキャパシタを使用した場合を考えると，大電力容量も想定する必要

がある。 

(3)に関して説明する。効率に関しては特に目安があるわけではないが，損失となったエネルギーの

大多数は熱となる。これは省エネルギーに逆行するだけでなく機器の熱設計を困難なものとなること

を意味する。特に送電器は地中に埋められることを想定しているので放熱が困難である。そしてワイ

ヤレス給電では伝送効率のみに注目しがちであるが，重要なのはワイヤレス給電システム全体の効率，

つまり総合効率である。 

(4)に関して説明する。ワイヤレス給電システム全体で小型軽量・低コストであることが望ましいが

特に車両側はそれが強く望まれる。理由として小型でないと車室内空間が狭くなり商品性に影響し，

重量の増加は航続距離に強く影響するためである。またコストは車両価格に直接影響しユーザーの負

担となり普及に影響する。 

 

表 1.4  各自動車の最低地上高 [9][10][11] 

車両名 

（メーカー） 
外観 

車両タイプ 

（通称） 
最低地上高 

ライフ 

（ホンダ）  

軽自動車 15cm 

クラウン 

（トヨタ）  

普通乗用車 16cm 

CRV 

（ホンダ）  

(SUV) 18.5cm 

タウンエーストラック 

（トヨタ）  

（軽トラ） 17.5 cm 

ハイエース 

（トヨタ）  

（バン） 19.5 cm 

キャンター 

（三菱ふそう）  

小型トラック 16 cm 

ファイター 

（三菱ふそう）  

大型トラック 21.5 cm 

Aero Ace 

（三菱ふそう）  

大型バス 21 cm 
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ワイヤレス給電方式の比較 

ワイヤレス給電の方式はいくつかあるが，大電力伝送が実現できる代表的なものを図 1.7 に示す。

まず電磁誘導方式は磁束により電力を伝達するものである。このワイヤレス給電方式を用いた場合，

近い伝送距離では高効率を確保できる。しかし大きい伝送距離は確保できず十数センチメートルが限

界である。マイクロ波による電力伝送は長距離の電力伝送が可能で宇宙太陽光発電の伝送方式として

期待されている。しかし効率は低い。これはマイクロ波という性質上エネルギーが拡散してしまうの

に加え，マイクロ波を生成する電子管やマイクロ波から直流に変換する整流回路の変換効率が小さい

ことによる[13]。磁界共振結合は磁界の共振によって電力を伝送するものである。磁界を使用すると

いう上では電磁誘導方式と類似しているが，この方式はある程度の長伝送距離でも高効率を維持でき

る。図 1.7 のワイヤレス電力伝送方式のうち，磁界共振結合方式が長伝送距離・高効率・大電力とい

う電気自動車の給電の要件を満たすことができ有望である。 

 

 Electromagnetic 

induction 

Microwave  

power transfer 

Magnetic  

resonant coupling 

Range Low 

(few cm) 

Very High 

(~km) 

Mid Range 

(10 cm ~ 2m) 

Efficiency High Low High 

Application 

 

  

 

図 1.7  ワイヤレス電力伝送方式の比較 [12][13] 

1.2 ワイヤレス給電に関する現在の状況 

1.2.1 磁界共振結合によるワイヤレス給電 

磁界共振結合の発表 

電磁界共振結合を用いたワイヤレス電力伝送が Massachusetts Institute of Technology (MIT) の Marin 

Soljačić らの論文によって 2007 年に発表された[14]。その後発表された文献[15]では，直径 6mm の銅

線を直径 60cm のコイル状に 5.25 回分巻き，9.90MHz で共振させることによって，約 2.1m 離した

60W の電球をワイヤレスで点灯させることに成功したことが報告されており，1m の伝送距離であれ

ば効率 90%，2m 離れても 40％の効率を維持している（図 1.8）。 
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(a)  研究メンバーと実験機材 (b)  磁界共振結合による電力伝送実験 

図 1.8  MIT による磁界共振結合を用いた電力伝送 [14] 

WiTricity による商業化 

WiTricityは MIT での研究成果を商業化するために Marin Soljačić らによって 2007 年に設立された企

業である[16]。商品ターゲットとしてはモバイル機器，家電製品へのワイヤレス給電の他に，電気自

動車へのワイヤレス給電用の製品を提示している[16] (図 1.9) (図 1.10)。電気自動車向け製品では

18cm の伝送距離で 90%, 3.3kW である。また Source Module Enclosure, Capture Module Enclosure ともそ

れぞれ 12.5kg であり比較的軽量である[17]。他企業とも提携しており，自動車関連メーカーではAudi, 

トヨタ，三菱自動車，IHI などと提携している。 

 

図 1.9  ワイヤレス給電の応用 [16] 

  

(a)  WiT-3300   (b)  電気自動車へのワイヤレス給電 

図 1.10  電気自動車向けワイヤレス給電開発キット(WiT-3300) [17] 
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長野日本無線による磁界共鳴を用いたワイヤレス給電 

長野日本無線（株）では磁界共振結合を用いたワイヤレス給電の研究を行っている。2009 年 8 月に

発表された内容では，磁界共振結合を用いて伝送距離が数十センチ～1m で 30W の電力伝送が可能で

あり，効率は 40cm の場合で 95%となっている。送電コイル・充電コイルが互いに垂直でも伝送可能

であり，伝送距離が変化した場合でも何らかの方法によって調整動作（整合）を行い，常に最大の効

率で電力伝送が行えるよう動作する[18][19]。 

 

 

図 1.11  長野日本無線によるワイヤレス電力伝送 [18] 

 

図 1.12  状態が変化した場合の様子 [19] 

 

また 2011 年 6 月には大電力ワイヤレス給電システムを開発している。伝送距離が 10cm~30cm の間

で変化した場合でも自動制御により高効率の充電が可能であるとしている。1kW の電力伝送が可能で
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送信側高周波電源の出力端～電池入力端（整流後）の効率で 88%以上を達成している[20]。 

 

 (a)送電器   (b)電気自動車へのワイヤレス給電 

図 1.13  大電力ワイヤレス給電システム [20] 

 

この送受電器の配置では送電器から発生するドライバーへの磁界の影響が懸念されるが，資料[21]

では漏洩電磁界の低減の検討が行なわれている。送受電器にアルミ板によるシールド板を設置するこ

とにより漏えい磁界の低減が実現できており，送受電器（本資料ではカプラと呼称）から 120cm 離れ

た位置が ICNIRP 公衆暴露基準の値となることが示されている（図 1.14）（図 1.15）。 

 

(a)  シールド板なし  (b)シールド板あり 

図 1.14  電磁界シミュレーション結果 [21] 

  

(a)  X 軸    (b)  Z 軸 

図 1.15  磁界強度の比較 [21] 
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さらに中日本高速道路（株）(NEXCO 中日本)とその他各社と共同で維持管理用車両の EV 化に関す

る研究を行なっている。2013 年 6 月にワイヤレス給電が可能な EV 自走式標識車を開発した。この車

両では側面から 30cmの距離で 1~3kW でのワイヤレス給電が可能である[22]。 

 

  

(a)  自走標識車外観  (b)  動作中の自走標識車 

図 1.16  自走式標識車 [23] 

 

(a)  送電器  (b)  ワイヤレス給電の様子 

図 1.17  自走式標識車に対するワイヤレス給電 [23] 

1.2.2 電気自動車・移動体へのワイヤレス給電 

昭和飛行機工業によるバスへのワイヤレス給電 

昭和飛行機工業（株）では電磁誘導方式による電気自動車へのワイヤレス給電の研究が行なわれて

いる。すでに実用化に向けて各地で試験運転を行なっている。しかし現在試験運転中のものは電磁誘

導方式によるものでありコイル間のエアギャップは 12cm ほどしか確保できないため給電時に受電コ

イルが送電コイルに近づくような構造を持たせている（表 1.5）（図 1.18）[24][25]。 

 

表 1.5 各タイプとコイル形状 [24] 
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(a)  ワイヤレス給電システム  (b)  電動バス 

   

  (c)  受電コイルと送電コイル   (d)  送電コイル埋設部 

図 1.18  非接触給電システム SIPS [24] 

 

超伝導磁気浮上式鉄道へのワイヤレス給電 

東海旅客鉄道（株）では超伝導磁気浮上式鉄道車両へのワイヤレス給電に関する研究を行なってい

る[28][30]。通常の電車は架線から受電し電動機によって走行するが，浮上式鉄道車両は磁力により浮

上・推進するためパンタグラフがなく車内に電源が存在しない。しかし車内の必要な設備に超伝導磁

石，車内の空調，照明等を稼働するために電力を送る必要がある。そのための電源装置（車上電源装

置）が必要となる。 

従来は車上電源装置として灯油を使用するガスタービン発電装置を搭載していたが，これを使用し

た場合多量の燃料を長大トンネルに持ち込むことになりまた排気ガスの排出の問題が発生する。そこ

でワイヤレス給電（本例では誘導集電と呼称）が必要となる。 

原理と構造は図 1.19 に表す。地上側コイルと車両側超電導コイル間に集電コイルを配置し，走行時

の誘導起電力によって車両に給電される。 

文献[28]では実車試験による特性の確認を行なっている。実験結果(図 1.20)では速度にほぼ比例し

て集電電圧が上昇し，300 km/h で必要な電力が得られていることがわかる。また文献[30]では，集電

コイルに電流を流すことで発生するローレンツ力を利用した車両の安定性の制御に関する研究も行な

われている。速度 400 km/h 以上で得られる電力は余剰となるため，電流を集電コイルに流し車体の安

定性を改善している[29](図 1.20)。 
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(a)  コイルの配置図   (b) 集電コイル 

図 1.19  分散型誘導集電装置の原理 [29] 

 

(a) 時間     (b) 速度 

図 1.20  実験結果 [29] 

 

2011 年に国土交通省で行われた超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会では，誘導集電について

「車上電源として実用化に必要な技術が確立している」との評価がなされ，引き続き技術開発に取り

組む項目の一つとして本技術が挙げられた[31]。委員会資料[31]では原理としてガイドウェイ底部に設

置した地上側のコイル（地上ループ）と車体の底面に設置した車上側のコイル（集電コイル）を対向

させ，地上ループに 10 kHz 未満の電流を通電することによって集電コイルで集電する(図 1.21)。山梨

実験線先行区間にて約 1 km の区間に地上ループを設置し，また超電導リニアの車両に集電コイルを

設置，停止から最高走行時（0~505km/h）まで一定の出力を確保したとある。また誘導集電による車

内磁界実測値は ICNIRP ガイドライン参照値（公衆）の 1%未満，また沿線磁界においても高さ 10m

の高架橋下等で 1%未満であることが確認されている。これらのことから文献[28]とは別方式であるこ

とが考えられるが，この発表に関する技術的な詳細は明らかにされていない。 

 

図 1.21  誘導集電方式による車上電源について（イメージ） [31] 
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自動車タイヤを介するゼロギャップ走行中給電 

豊橋技術科学大学では路面アスファルトや車両タイヤを介した電界による走行中ワイヤレス給電

について研究を行なっている[26]。路面アスファルトやタイヤは絶縁体で出来ており導電性は無い。

しかしこれらを誘電体として扱い，変異電流を流しアスファルト内の鉄筋からタイヤ内のスチールベ

ルトとホイールを介すことによって電力伝送を行なうものである（図 1.22）(図 1.23） 

文献[27]では 1/32 のスケールモデルを制作し，伝送効率実験が行われた。その結果 75%程度の伝送

効率で電力伝送が行われている(図 1.24)。また実際の自動車用タイヤを用いて電球を点灯させる実験

も行われている(図 1.25)。 

 

 

図 1.22  ゼロギャップワイヤレス給電 [26] 

 

 

(a)  実験構成   (b)  電気等価回路 

図 1.23  電界によるワイヤレス給電の原理 [26] 

 

 

(a)  実験に使用したスケールモデル    (b)  電力伝送効率測定結果 

図 1.24  1/32 スケールモデルによる実験 [27] 
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図 1.25  実物のタイヤによる給電実験 [27] 

 

昭和飛行機工業による走行中ワイヤレス給電に向けた実験 

昭和飛行機工業（株）では走行中の電気自動車へのワイヤレス給電をめざした研究が行われている

[32][33][34](図 1.26)。まず側面からの給電を狙った研究が行われた。この研究では防音壁に給電コイ

ルを路面に中継コイルを，さらに車両側面に受電コイルを配置することを想定した実験が行われた(図 

1.27)。実験結果ではコイル間効率は壁からの距離 1.1m で 90%前後，総合効率は壁からの距離 1.1m で

は 75%前後，壁からの距離 2.0m では 40%前後となっている。 

また路面からの給電を狙った研究も行なわれた（図 1.28）。この研究ではコイル大きさを変化させ，

コイル間効率の測定が行われた。結果を表 1.6 に示す。表中，1 倍角は 48cm 角であり 4 倍角は 96cm

角である。 

 
図 1.26  ハイウェイ走行中非接触給電システムイメージ図（側面給電） [32] 

 

(a)  実験時コイル位置関係図   (b)  実験時 

図 1.27  側面給電試験 [32] 



1.2 ワイヤレス給電に関する現在の状況 

 

17 

 

 

 

(a)  送電コイル    (b)  実験時 

図 1.28  実験用路面送電路 [32] 

 

表 1.6  路面給電実験結果 [32] 

コイルサイズ 
ギャップ 

[mm] 

電送電力 

[kW] 

コイル間効率 

[%] 

記事 

1 倍角 200 2 87 寸法 480x480, k=0.05 

2 倍角 300 2 87 寸法 480x960, k=0.05 

4 倍角 

450 2 90 寸法 960x960, k=0.05 

500 2 89 寸法 960x960, k=0.037 

600 2 88 寸法 960x960, k=0.03 

 

KAIST OLEV 

現在，走行中給電に関し最も注目を集めているものは韓国 Korea Advanced Institute of Science and 

Technology (KAIST)の Online Electric Vehicle (OLEV)である[35][36]。図 1.29 にOLEV の開発履歴を示

す。これを見ると 4th Generation では，伝送距離 20cm で 80%の伝送効率，25kW でのワイヤレス給電

を実現している。 

送電コイル・受電コイルの模式図を図 1.30，図 1.31 に示す。送電コイルはジグザグ上に配置され

ている。これは電磁波の放射を低減する目的である。また，受電部はコイルに磁性体（フェライト）

を配置している。これは結合係数を上げ，伝送効率を上昇させる目的がある。そのため受電器の重量

は 80kg となっている。 

図 1.32 にワイヤレス給電で走行する車両を示す。2013 年 8 月より韓国・亀尾市(Gumi city)にて一般

の乗客をのせ試験運用を行なっている。 
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図 1.29  Overview of developed OLEV-IPTS [35] 

 

 

図 1.30  I-type coil structure [35] 
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(a)  送電コイル部    (b)  施工後 

図 1.31  24m test bed for I-type IPTS [35] 

 

 

図 1.32  OLEV Bus [35] 

1.2.3 ワイヤレス給電に関する取り組み 

走行中ワイヤレス給電に関する道路行政側からの提言 

走行中ワイヤレス給電を考えた場合，ワイヤレス給電システムの都合だけでなく道路側の都合につ

いても考慮する必要がある。国土交通省国土技術政策総合研究所では，走行中ワイヤレス給電に関し

て道路行政の立場からの提言を行なっている。 

文献[37]では走行中給電を考えた場合の送電器の設置場所に関する検討がなされている。設置場所

については車両下部，つまり路面内に埋め込むことが最善と記されている。これは電力伝送に利用で

きる面である車両の両側面・上部・下部の 4 方向のうち，車両下部は車両の違いによる伝送距離の差

が発生しにくく，また埋設によって人体と送電器の離隔が十分に確保でき，事故や災害による損傷の

二次被害に対する防護が確保できるからとしている。 

また送電コイルの埋設深さについては 60cm~80cm 必要であることが記されている。これは道路の

構造から厚みは合計 60cm 程度あり，表層部分は舗装のうち替え等のメンテナンスで掘削や埋め戻し

が頻繁に行われるため表層部分に設置した場合は管理に必要な経費が道路自体のメンテナンスコスト

を押し上げると想定されるとしている(図 1.33)。さらに走行中給電の実現に向けて必要な検討事項を

制度的な検討事項と技術的な検討事項に分けてまとめている(表 1.7)。 
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図 1.33  道路構造と送電器埋設のイメージ [15] 

 

表 1.7  走行中非接触給電に関する検討事項の分類整理 [15] 

分類 要件 

精度的な検討事項 

法的な検討事項 

電気の供給責任や電気料金の収集 

車両の定義と安全基準 

インフラ整備予算の位置づけ 

走行中給電に適した周波数の確保 

技術基準に係る検討事項 
非接触給電全体の安全基準 

高周波電磁界の人体暴露基準の精査 

運用面に関する検討 

給電を行う事業主体 

維持管理を行う機関 

維持管理費の捻出方法 

技術的な検討事項 

道路施設への影響 

道路への設置方法 

維持管理方法 

技術基準や標準化 

送電技術 

給電性能の向上 

利用周波数の選定 

送電デバイスの形状選定 

送電デバイスの構造，材質等 

異なる条件でのマッチング技術 

安全 

電磁界漏洩対策 

高周波大電力設備の野外設置方法 

地中送電デバイスへの送電方法 

 

1.3 本研究の方針と枠組み 

1.3.1 電気自動車向けワイヤレス給電の課題と本研究の目的 

電気自動車向けワイヤレス給電の課題 

ここまでで現在の電気自動車の課題や電気自動車へのワイヤレス給電に関する先行研究について

述べた。 

電気自動車へのワイヤレス給電には，自動車に適した伝送距離・大電力・高い総合効率・実現可能

なコストであることが求められる。電磁誘導方式による電気自動車へのワイヤレス給電は従来から行

われており高い総合効率・大電力での電力伝送が達成されている。しかし伝送効率を大きく取ること
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ができないため，送電器を埋設できず地上に設置したり，送電器と受電器を近づける機構が必要であ

るなど実用面で問題が残る。磁界共振結合方式は長伝送距離で高効率であるため電気自動車向けワイ

ヤレス給電の方式として本命と目されている。しかし新しい分野であるため研究が進んでおらず，理

論上の解析や電球を点灯させる程度の電力伝送である例がほとんどである。大電力の例であっても電

源・整流効率を含めた総合効率での高効率が実現していない。そのほかの方式は屋外での環境への適

応性など課題が多い。このように現在の電気自動車向けワイヤレス給電の研究は社会の期待が高いに

もかかわらず現状では実用化・普及に耐える状態ではない。このことから電気自動車に適応した実用

性があるワイヤレス給電の研究が待望されている。 

 

本研究の目的と方針 

そこで本研究では以下を目的とする。 

 

電気自動車のワイヤレス給電について実用化に際し必要な理論の構築を行ない，特性の解明と技

術的問題の解決案の提案を行なう。実例を提案し実験によって実現可能性であることを示す。こ

のことにより，環境性能や社会適合性に優れた電気自動車の普及に貢献するものである。 

 

本研究の方針は以下の通りとした。 

(1) 実用化を考慮し，使い道のある研究 

(2) 実験による具体的な実例の提案・実証 

まず(1)について，特に電気自動車向けワイヤレス給電は早急に実用化が望まれている技術である。

そのため目新しさはあるが実用・実現性に疑問が残るアイデアを提示するのではなく必要とされる理

論の提示など「使い道のある研究」を行なう。(2)について現在のワイヤレス給電の研究はバックグラ

ウンドの違う研究者や企業が参入して研究が行われている。そのバックグラウンドの違いによって理

論からシステムの構成まで考え方が違い，喧々諤々の議論が行われている。そこで実験によって揺る

ぎのない形で有効性を示し垣根を越えて理解が得られる研究を目指す。 

 

1.3.2 本論文の構成 

本論文の構成は以下のとおりである。 

第 1 章では緒言としてワイヤレス給電に関する先行研究の現状紹介を行い，それを踏まえた本研究

の方針について述べる。先行研究として近年のワイヤレス給電の研究の火付け役となった磁界共振結

合の発表，各研究機関でのワイヤレス給電ついて述べ，現在の問題点について明らかにする。 

第 2 章では静的な状態での磁界共振結合の特性について考える。磁界共振結合の特性の解明は数多

く行われている。 

しかし従来の研究では電気自動車へのワイヤレス給電に向いたシステムを想定した解析とはなっ

ていない。また実際の使用状態での給電状態が変化した場合の特性の変化についての検討がされてい

ない。そこで EV へのワイヤレス給電に必要な長伝送距離・高効率・大電力化に必要な特性の解析を

行なう。等価回路から，EV への給電に必要な新たな入出力特性を表す式の導出を行なう。さらに伝

送距離と負荷が変化した場合のそれらの特性について検討する。そして導出した式からわかる磁界共

振結合の特性について述べる。 

第 3 章では，第 2 章で明らかになった特性を用いて大伝送距離での大電力かつ総合効率の向上に焦

点を当てたワイヤレス給電実験を行なう。先行研究においてもワイヤレスでの給電実験は各所で行わ

れているが，この研究分野は企業等で行われていることが多いため経営上の理由から詳細が秘密とな

っていることが多い。また長伝送距離と大電力伝送を両立した例がない。そこで本研究では，まず第

2 章で導出した特性式を用いて必要な消費電力と送受電器のパラメータから入出力の電圧・電流の設
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計を行なう。その後高い効率を持つ高周波電源と整流器の制作を行い，大電力での抵抗負荷への伝送

実験を行なう。さらに双方向チョッパとキャパシタを用いた伝送効率最大化と負荷への一定電圧供給

を両立する二次側システムについて述べる。また市販の電気自動車への給電実験について述べる。 

第 4 章では，走行中の電気自動車へのワイヤレス給電に関する理論について述べる。走行中ワイヤ

レス給電を考えた場合，車両は高速で移動するため通常の形状の送受電器では給電区間が短くなり短

距離短時間の給電のみとなってしまう。そのため何らかの方法で給電区間を長くする必要がある。そ

こでまず，送電器 1 基の走行方向への位置ズレに強い非対称送受電器について，第 1 章での解析結果

をもとに検討を行った。さらに，中継器を羅列することによって給電区間を延長した場合についての

解析を行った。 

第 5 章ではまとめを行なう。本研究のまとめについて述べ，今後の展望について述べる。 

図 1.34 に本研究の枠組みを示す 

 
図 1.34  本研究の枠組み 

 

第1章
緒言

第2章
高効率大電力伝送に向けた特性の解明

第3章
高効率電力伝送に関する実験

第4章
走行中ワイヤレス給電に向けた提案

第5章
結言
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2.1 はじめに 

2.1.1 概要 

EV へワイヤレス給電を行なうことを考えた場合，まずは磁界共振結合の特性について詳細に知る

ことが本現象の理解だけでなく，高周波電源や負荷を含めたワイヤレス給電システムの構築に必要で

ある。磁界共振結合の特性解明は先行研究で数多く行われているが現状では EV への給電に必要な大

電力・高効率伝送を実現するシステムに向けて解析したものであるとは言い難い。これは磁界共振結

合の研究の歴史が浅く，高周波を扱うことから多くの研究者の通信工学をバックグラウンドとしてい

ることに起因する。通信工学の世界では，電源は出力インピーダンスをもち，負荷はある一定値であ

るとみなしている。これは通信においては伝送すべき信号をひずみなく送ることが重要であるからで

ある。しかしワイヤレス給電に重要なことは信号をひずみなく送ることではなく，エネルギーを高効

率で送ることである。出力インピーダンスをもつ電源は変換効率が悪く，負荷は一定値ではなく負荷

自身の都合によって変化する。小電力・一定負荷値のワイヤレス給電では問題にならなかった部分も

電気自動車向けワイヤレス給電のような大電力伝送を目指す場合は障害となる。 

そこで本研究では EV へのワイヤレス給電に必要な長伝送距離・高効率・大電力給電をめざし，こ

れらの要件を満たす給電システムに適合する理論式を提案し特性の解明を行なう。まず先行研究の課

題と本研究の方向性について述べる。次に従来の研究で提案されている等価回路を用いて，大電力ワ

イヤレス給電システム構築に必要な入出力特性式を提案し，その式を用いてワイヤレス給電システム

の状態が変化した場合，つまり伝送距離と負荷が変化した場合の入出力特性がどのように変化するか

の解析を行なう。また入出力特性の式を用いて伝送効率と消費電力についての比較を行なう。さらに

導出した入出力特性式を用いて説明が可能になる磁界共振結合の電気的な振る舞いについて説明する。

これらのことにより長距離高効率大電力なワイヤレス電力伝送システムの構築を可能にし，磁界共振

結合の諸特性について明らかにするものである。 

 

2.1.2 特性解明に関する先行研究 

モード結合理論による解析 

磁界共振結合の特性解明に関する研究は各研究機関で行われている。まず磁界共振結合をはじめて

発表した MIT による解析について述べる。 

文献[15]では2つの誘電体ディスクの場合と2つのLC共振器の場合の電磁界共振結合をマクスウェ

ル方程式に基づく電磁界解析で解析するとともに（図 2.1），送受信間でのエネルギーのやり取りの様

子を「モード結合理論」に基づくモード結合方程式で表現している。モード結合方程式を式(2.1)，式

(2.2)に示す。 
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   (2.1) 
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dt

da
   (2.2) 

 

   

(a)  ２つの誘電体ディスクの場合  (b)  ２つの LC 共振器の場合 

図 2.1  電磁界共振結合の電磁界シミュレーション[15] 

 

等価回路化と S パラメータによる解析 

前述の文献[15]では電磁界共振結合の理論をモード結合理論を用いて説明している。しかしこの解

析では電気回路的な説明との親和性が低く応用が困難である。そこで文献[38]では磁界共振結合を等

価回路で表し S パラメータを用いた効率式の導出を行なった。図 2.2(a)に磁界共振結合の等価回路を

示す。等価回路は 2 つの RLC 直列回路が相互インダクタンス Lmで結合している形で表される。L1, L2

は送信アンテナ・受信アンテナそれぞれのインダクタンス，C1, C2はそれぞれのキャパシタンス，R1, R2

はそれぞれの抵抗値でありアンテナ損失に関係する。 

伝送効率 η21は式(2.3)で表される。ただし S21は順方向伝達係数であり式(2.4)で定義される。a1は進

行波振幅，b1は反射波振幅である。S21を等価回路の定数で表すと式(2.5)となる。式(2.5)のうちωは電

力伝送に使用する角周波数，Z0は系の特性インピーダンスであり一般的に 50Ω である。さらに電源出

力インピーダンスと負荷抵抗値もZ0としている。また，R = R1 = R2, L = L1 = L2, C = C1 = C2としている。

この効率式(2.3)では一次側から見た入力インピーダンスが特性インピーダンスZ0と一致していない場

合，反射波が発生しそれが電源内部のインピーダンスにより損失となるという考え方に基づいて式を

定義している。またこの文献では理論式と実験での結果を比較している。実験ではベクトルネットワ

ークアナライザ (VNA: Vector Network Analyzer) を使用して S21を測定し効率を算出している。実験結

果は図 2.3 で表され理論値と実験値はよく一致していることが示されている。 
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(a)  等価回路   (b)  ネットワークアナライザによる測定 

図 2.2  磁界共振結合 [38] 

 

図 2.3  特性測定結果 [38] 

 

2.1.3 先行研究の課題と本研究について 

先行研究の課題 

前記から磁界共振結合の特性は既に明らかになっているように見えるが，実際のワイヤレス給電に

適用するには数々の問題点がある。 

従来の磁界共振結合の特性に関する研究の問題点は，高効率・大電力のワイヤレス電力伝送に向い

ていない構成での想定で特性の解析を行なっていることである。図 2.4 に従来想定されている磁界共

振結合によるワイヤレス給電システムの全体像を示す。図 2.4 をみると電源は出力インピーダンスを

持ち，その値は系の特性インピーダンスと同一としている。また負荷抵抗値も同様に特性インピーダ

ンスと同一としている。 

電圧源から出力された信号は電源出力抵抗 RSを通り，特性インピーダンス Z0の分布定数回路であ
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る伝送線路を通り送信アンテナに送られるが，ここで送信アンテナの入力インピーダンス Zin1と Z0に

違いがある場合は反射波が発生する。反射波は電圧源に向かって伝達し電源出力インピーダンス RS

によってエネルギーの消費が発生し損失となる。その際 Z0と RSの値が一致していないと再反射が発

生し，送信アンテナに向かって伝搬する。再反射は波形のひずみを起こす。また受信アンテナから伝

送線路を通じて負荷に達する際にも特性インピーダンスと負荷インピーダンス Zin2 が一致していな

い場合は同様に反射が発生する。反射波は損失となるため反射波を発生させないことが高効率化のカ

ギとなる。そのため RS, Z0, Zin1, Zin2それぞれを一定値（一般的に 50Ω）で一致させる必要がある。こ

れをインピーダンスマッチングと呼び通信工学では一般的な考え方である。Zin1 は伝送距離によって

変化するため，「マッチング回路」と呼ばれるものを挿入し反射を防ぐ方法が提案されている[39]。 

しかしこの構成で大電力のワイヤレス給電を行なうことを考えた場合疑問点や不都合が発生する。

まず電源について，従来考えられている構成では特性インピーダンスと同じ出力インピーダンスを持

つ電源を使用することになっている。無線通信用の送電器や増幅器は 50Ω の出力インピーダンスを持

つが，インバータ等スイッチングにより交流信号を生成する高周波電源の出力インピーダンスはごく

小さく，1Ω 以下である。ワイヤレス給電では伝送効率のみならず電源の変換効率（電源効率）を含

めた全体での効率（総合効率）の向上が重要である。無線通信で使用されている増幅器等は電源効率

が 50%前後と悪い。その点インバータの電源効率は 90%以上であり高周波電源としてはこちらを使用

するのが筋である。これらのことから従来研究では電源出力インピーダンスが 0 に近く反射波が電源

によって損失にならない場合の伝送効率の挙動が不明である。 

また従来の構成では負荷抵抗値は 50Ω 一定であるとみなしている。これは無線通信において負荷は

反射波を防ぐ抵抗（終端器）として考えられているからである。しかしワイヤレス電力伝送において

は負荷は一定値ということはなく負荷抵抗値はワイヤレス給電システムの都合で自由に操作すること

はできず，負荷自身の状態によって変化する。これらのことから，従来研究では負荷抵抗値が変化し

た場合の入出力特性の挙動が不明である。 

さらに効率だけでなく，電圧・電流に関する検討が必要である。従来の構成では，インピーダンス

マッチングを行なうという前提であるため，電源出力インピーダンス，送信アンテナ入力インピーダ

ンス，負荷抵抗値が一定値である。そのため，送信電力を決定すればそれに伴って周辺の電圧電流が

一義的に決定した。しかし前記の通り電源出力インピーダンスが小さい電源を使用し，負荷抵抗値が

任意に変化する場合，発生する電圧電流の検討が電源機器や負荷の設計に影響が発生する。このため

これらがどのような変化を示すかを把握しておく必要がある。 

このように従来の研究が大電力ワイヤレス電力伝送に向かない構成で行われている理由として，磁

界共振結合の研究は歴史が浅く，高周波を利用することから多くの研究者が通信工学をバックグラウ

ンドとしていることがある。そのため電源や負荷に対する考え方が無線工学をもととしたものになる。

また各研究者は自分の得意分野で研究を進めたいという思惑があり，企業は自社の持つ設備・技術な

どの経営リソースをそのまま流用したいという思惑がある。 
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図 2.4  従来考えられているワイヤレス給電システムの構成 

 

(a)  回路図  (b)  実験用インピーダンスマッチング回路 

図 2.5  インピーダンスマッチング回路 [39] 

 

本研究について 

本研究は電気自動車へのワイヤレス給電を目的としている。そのため重要なのは研究者の好みや企

業の経営上の都合ではなく，どのようなシステム構成・解析方法が電気自動車への高効率・大電力ワ

イヤレス給電に適しているかである。そこで本研究では EV へのワイヤレス給電に必要な長伝送距

離・高効率・大電力給電をめざしこれらの要件を満たす給電システムに適合する理論式を提案し特性

の解明を行なう。まず電力伝送に使用する周波数を 100kHz 前後とする。このことにより電源として

インバータ等の高い変換効率を持つものを使用できる。また低周波化することにより系全体を分布定

数ではなく集中定数回路とみなして解析を行なうことができる。 

まず従来の研究で提案されている等価回路を用いて等価回路を集中定数回路とした場合の効率式

を明らかにし，さらにワイヤレス給電システム構築に必要な電圧・電流・入力インピーダンス・電力

に関する入出力特性式を新たに提案する。つぎに提案したこれらの入出力特性式と実際の実験用送受

電器のパラメータを使用してワイヤレス給電システムの状態が変化した場合，つまり伝送距離と負荷

が変化した場合の入出力特性がどのように変化するかの計算を行なう。また入出力特性の式を用いて

伝送効率と消費電力の関係について述べる。さらに新たに導出した入出力特性式を用いて説明が可能

になる磁界共振結合の特性について説明する。これらのことにより長距離高効率大電力なワイヤレス

電力伝送システムの構築を可能にし，磁界共振結合の諸特性について明らかにするものである。 

表 2.1 に従来の研究と本研究の相違点を示す。 
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図 2.6  本研究で想定するワイヤレス通信システムの構成 

 

表 2.1  従来研究と本研究の相違点 

 従来の考え方（無線工学） 本研究 

電源 出力インピーダンスを持つ電源 単純な電圧源 または 電流源 

伝送線路 特性インピーダンスを考慮 特性インピーダンスを考慮しない 

負荷抵抗値 一定値で変化しない(50Ω) 負荷の状況によって変化 

負荷消費電力 通信の状況・送信機の出力に 

よって変化 

負荷の状況によって変化 

（負荷自身によって決まる） 

効率 反射波を損失とする 反射波を損失としない 

 

2.2 高効率大電力ワイヤレス伝送システムの入出力特性 

2.2.1 磁界共振結合の等価回路と回路方程式 

磁界共振結合は送電器と受電器双方でコイルとコンデンサによる共振器を内蔵し，その共振によっ

て発生する磁束を利用し電力を効率よく伝送する。一部文献では送受電器をアンテナと呼称している

が，磁界共振結合は電磁波ではなく磁界による電力伝送であるため本論文ではアンテナとは呼称しな

い。磁界共振結合は等価回路で表すことができるのは前記で紹介した文献[38]の通りである。磁界共

振結合の等価回路は図 2.7 で表される。等価回路は 2 つの LCR 直列回路が正対する形で表される。 

L1，C1，R1は送電器に関係する定数でありそれぞれ送電器コイル部分（送電コイル）のインダクタ

ンス，送電器が持つキャパシタンス，送電器が持つ抵抗成分である。抵抗成分は送電器の損失と関係

がある。また L2，C2，R2は同様に受電器に関係する定数でありそれぞれ受電器が持つインダクタンス，

キャパシタンス，送電器が持つ抵抗成分である。送電コイル，受電コイル間は相互インダクタンス Lm

で結合しており，Lmは伝送距離と深い関係がある値である。共振結合という性質上，送電器と受電器

はそれぞれ共振周波数が一致している必要がある。つまり式(2.6)を満たしている必要がある。ただし

ω0は送電器・受電器の共振周波数とする。 
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図 2.7  磁界共振結合の送受信器間等価回路 

 

一次側に電源として定電圧源を接続し，二次側に負荷抵抗が接続された場合の磁界共振結合の等価回

路図を図 2.8 に示す。V1は電源側（一次側）の電圧，V2は負荷側（二次側）の電圧である。I1，I2は

それぞれ一次側，二次側の電流，Zin2は二次側入力インピーダンス，RLは負荷抵抗である。この回路

図では，Zin2 = RLである。この回路図の回路方程式を求めると式(2.7)となる。ただし式(2.7)中の行列の

各成分はそれぞれ式(2.8)，式(2.9)，式(2.10)で表される。ωは電圧源 V1により発生する電圧の角周波数

である。 
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図 2.8  電源・負荷を接続した場合の磁界共振結合の等価回路 

 

2.2.2 高効率大電力ワイヤレス電力伝送に必要な新しい入出力特性式 

次に効率以外の新たな入出力の特性式を定義する。新たに定義するものは電圧比 AV，電流比 AI，一

次側入力インピーダンス Zin1 である。AV は一次側と二次側の電圧の比であり式(2.11)で定義される。

AIは一次側と二次側の電流の比であり式(2.12)で定義される。Zin1は一次側から見た入力インピーダン

ス（一次側入力インピーダンス）であり式(2.13)で定義される[17]。 
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等価回路の回路方程式から，AV，AI，Zin1 について求めることを考える。AV，AI，Zin1 は式(2.7)の逆

行列を求めることで明らかにできる。ここで，ω を送電器，受電器の共振周波数ω0と同一であるもの

とする。つまり，電力伝送に使用する周波数（電力伝送周波数）ω を ω0とすると式(2.8)，式(2.10)は

それぞれ Z11 = R1, Z22 = R2 + RLと簡略化して表すことができる。これを用いると AV, AI, Zin1はそれぞれ

式(2.14)，式(2.15)，式(2.16)で表すことができる。 
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式(2.14)，式(2.15)，式(2.16)について考える。まず AV，AI は実数成分はなく虚数成分のみとなってい

る。これは入出力の電圧または電流の位相差が伝送距離によって変化する値 Lmや二次側入力インピー

ダンス Zin2によって変化せず，常に 90 度の位相差があることを示している。また，Zin1は実数成分の

みである。これはいかなる伝送距離や負荷であっても入力インピーダンスに虚数成分は持たない，つ

まり力率が 1 であることを表している。 

次に伝送効率について考える。効率は一次側に入力する電力と二次側から出力される電力の比と定

義する。すると入出力の電力の比は式(2.17)で表される。入出力の電力の比は効率と同義であるから効

率 APと呼ぶ。分配の法則から効率 APは AVと AIの共益複素数の積で表すことができる。 
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次に効率APの式を求める。前記のとおりAVとAIの共益複素数の積であるから式(2.18)で表される。 
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この式は実数成分のみである。これは入力と出力の電力波形は同一の位相であることを示す。 

このように電力伝送周波数を送受電器の共振周波数ω0と同一とすることで，入出力の特性式をシン

プルに表すことができ，また電源側から見た力率を 1 とすることができる。 

 

2.3 電力伝送状態が変化した場合の特性変化 

次に，実際のワイヤレス給電の使用状態で変化する値，つまり負荷インピーダンスや伝送距離が変
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化した場合の各特性について，求めた数式を用いて解析を行なう。 

2.3.1 解析方法と条件 

解析を行なうにあたり計算に使用する具体的な数値が必要となる。そこで実際の実験用送電器・受

電器の定数から引用する。今後送電器と受電器のセットを送受電器と呼ぶ。計算に使用するパラメー

タの元となる実験用送受電器の外観を図 2.9 に示し，コイル形状に関する情報を表 2.2 に示す。コイ

ルに関するパラメータを表 2.3 に示す。これらの値は計測によるものである。伝送距離と相互インダ

クタンスの関係を表 2.4 に示す。この値も同様に計測によって求めた値である。相互インダクタンス

はこの範囲内で変化するものとして計算を行なう。また共振周波数 ω0は 6.28 * 10
5
 rad/s (100kHz 相当)

とする。 

 

 

図 2.9  実験用送受電器 

 

表 2.2  コイル部形状に関する値 

Parameter Value 

Outer diameter [mm] 450 

Inner diameter [mm] 115 

Number of turn [turn] 50 

Pitch [mm] 3.4 

Wire cross-section area [mm
2
] 2.0 

 

表 2.3  コイル測定値より引用した解析に使用する値 

Parameter value 

L1 [uH] 650 

L2 [uH] 650 

R1 [Ω] 1.4 

R2 [Ω] 1.4 
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表 2.4  伝送距離と相互インダクタンスの関係 

Transmitting distance [cm]  Mutual inductance Lm [uH] 

10 180 

20 75.7 

30 36.4 

40 19.5 

50 11.4 

2.3.2 解析結果：負荷が変化した場合 

まず，負荷抵抗値が変化した場合の AV，AI，AP，Zin1の変化を図 2.10 で示す。この中で特徴的な波

形を示しているものについて説明する。 

   

(a)  電圧比の変化    (b)  電流比の変化 

  

(c)  入力インピーダンスの変化   (d)  効率の変化 

図 2.10  負荷抵抗値が変化した場合の各特性の変化 

 

図 2.10(a)をみると Zin2が変化することにより AVは 0.01~100 と大きく変化し，ある一定の Zin2で AV

は飽和する。その飽和値は Lmが大きいほど高い。これは一次側に接続する電源を定電圧源の場合は負

荷によって二次側電圧は大きく変化し，さらに伝送距離が近く負荷がオープンに近いほど二次側電圧

が上昇しその値は一次側電圧の 10 倍を超えることがあることを示している。このことから，磁界共振

結合では，二次側電圧は伝送距離や負荷の状態によって変化するため，定電圧が要求される負荷を二

次側に直接接続することはできず，二次側電圧を一定とする何らかの負荷側回路が必要であることが

示される。また二次側電圧は一次側電圧をはるかに超える高圧になる場合もあるため，負荷がオープ

ンになるような状況は許されず，二次側に高電圧が発生しないための何らかの対策が必要であること
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が示される。負荷オープン時の飽和電圧比 AVSatは式(2.19)で表される。 

1

0

R

L
A m

Vsat


   (2.19) 

図 2.8(c)では Zin2が上昇するほど Zin1が減少することが示されている。これは二次側入力インピーダ

ンスが高くなると電源から見たインピーダンスは小さくなることになり，無負荷の時にショート状態

であるという通常の有線での負荷接続とは逆の状態となるため一次側で過電流に関する対策が必要で

あることが示されている。 

図 2.8(d)では APの波形はピークを持ち，ある一定の Zin2で最大となっている。またその波形は Lmが

低いほど急峻である。これは伝送効率改善のためには送受電器の損失を低減させるだけでなく，二次

側入力インピーダンスを適切な一定値に設定することが必要であり，伝送距離が大きいほどその必要

性が高まることを示す。効率が最大となる二次側入力インピーダンス（最大効率二次側入力インピー

ダンス）Zin2APmaxを式(2.20)で表され，その時の効率（最大効率値）APmaxを式(2.21)で表される。 
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2.3.3 解析結果：伝送距離が変化した場合 

次に，相互インダクタンス Lmが変化した場合の各入出力特性について図 2.11 に示す。Lmが変化す

ることは伝送距離が変化することと等価である。前記と同様に特徴的な波形を示すものについて説明

する。 
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(a)  電圧比の変化    (b)  電流比の変化 

  

(c)  入力インピーダンスの変化   (d)  効率の変化 

図 2.11  相互インダクタンスが変化した場合の各特性の変化 

 

まず図 2.11(d)の効率 APについては Lmが大きいほど APは高い。これは伝送距離が近いほど高効率

であることを示し容易に想像できる結果となっている。 

次に図 2.11(a)の電圧比 AVについてはある一定の Lmでピークを示している。これはこの伝送距離で

二次側電圧がピークになることを示す。しかし図 2.11(d)で表される伝送効率は前記の通り伝送距離が

近いほど効率が高い。つまり伝送距離を変化させた場合，二次側の電圧が最大となることと伝送効率

が最大となることとは別である。このことから二次側電圧を検知しその値が最大となるように送受電

器のコイル位置を調整して伝送効率改善をもくろむという手法はそのままでは適用できないことがわ

かる。電圧比が最大となる相互インダクタンス値 LmAVmax は式(2.22)で表され，その時の電圧比 AVmax

を式(2.23)で表される。 
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2.4 二次側消費電力と効率最大化 

ここまでで効率が最大となる二次側入力インピーダンスが存在し，高効率化のためには二次側入力

インピーダンスをこの値に設定することが重要であることが分かった。二次側入力インピーダンスは

DC-DC コンバータ等で操作できるが，消費電力は負荷の都合で決定される。そのため消費電力に関す

る検討も必要である。ここでは消費電力と効率の関係について考える。 

2.4.1 二次側消費電力 

正規化二次側消費電力 

二次側での消費電力について考える。二次側での消費電力 PLはPL = V2 / RLとAVの定義から式(2.24)

で表される。この式を見ると消費電力は一次側電圧によって変化することがわかる。そこで解析にお

いては V1 = 1 V とした場合の消費電力を用いる方が任意の消費電力に対する応用が容易なため，新た

に正規化二次側消費電力 PL/V1
2を定義し式(2.25)に示す。この式に V1の 2 乗を掛けることで二次側消

費電力が求まる。 
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状態変化と消費電力 

次に，伝送距離と負荷抵抗値が変化した場合の消費電力について考える。計算条件として V1は 1 V

とする。その他の条件は前述と同一のものとする。この値を用いて式(2.25)から計算を行なう。計算結

果を図 2.12(b)に示す。比較の為 Zin2 が変化した場合の効率の計算結果を図 2.12(a)に示す。これを見

ると Zin2が変化した場合の消費電力はピークを持つことがわかる。さらに消費電力が最大となる二次

側入力インピーダンスと効率が最大となる二次側入力インピーダンスは違うことわかる。 

消費電力が最大となる負荷抵抗値（最大消費電力負荷抵抗値）Zin2PLmax を式(2.26)に，その時の消費

電力（最大消費電力）PLmaxを式(2.27)に示す。式(2.27)で表される値を超える電力を二次側で取り出す

ことは不可能である。さらに，消費電力最大時の伝送効率（最大消費電力時効率）APPLmax を式(2.28)

に示し，効率最大時の電力 PLAPmaxを式(2.9)に示す。 
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(a)  伝送効率(再掲)    (b)  消費電力 

図 2.12  負荷抵抗値が変化した場合の伝送効率の変化 

 

2.4.2 効率最大化 

ここまでで効率が最大となる二次側入力インピーダンスがあるが，その場合負荷電力は最大となら

ないことが分かった。図 2.13 は最大効率を維持した場合の消費電力と効率の対比の計算結果を示す。

V1は 300 V とする。図 2.13(b)を見ると Lmが大きいほど APは大きい。これは伝送距離が近いほど伝送

効率は大きいという容易に予想できる結果であるが，図 2.13 をみると代わりに消費電力が小さいとい

う結果となっている。そこで伝送距離が近い場合でも消費電力を上げる方法を考える必要がある。 
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(a)  最大効率二次側入力インピーダンス   (b)  伝送効率 

 

(c)  正規化消費電圧     (b)  電圧比 

図 2.13  二次側入力インピーダンスを効率最大となるよう設定した場合 

 

2.4.3 二次側消費電力の拡大 

ここまでで効率が最大となる二次側入力インピーダンスがあるが，その場合二次側消費電力は最大

とならないことが分かった。そこで伝送距離が近い場合でも消費電力を上げる方法を考える。 

 

一次側電圧変更による近伝送距離時の消費電力の拡大 

消費電力向上の方法として容易に考えられることは伝送距離が変化した場合でも消費電力が一定

となるよう一次側電圧を変化させることである。そこで，二次側入力インピーダンスは最大効率とな

る値を維持し，消費電力が一定になるよう一次側電圧を変化させた解析を行なう。 

図 2.14 に解析結果を示す。例えば二次側消費電力として 5000 W を維持しつつ相互インダクタンス

を 10~200uH 変化させた場合，V1は 100 V ~ 800 V 変化させる必要があることがわかる。 

このことから，二次側消費電力に大きい電力を必要とする場合，伝送距離の変化によって一次側電

圧を大きく変化させる必要があり電源の設計の困難化・高コスト化となることが考えられる。 
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図 2.14  最大効率・消費電力一定を維持した場合の一次側電圧 

 

二次側入力インピーダンスシフトによる消費電力拡大 

次に二次側入力インピーダンスを最大効率値から変更することによって消費電力を拡大する方法

について考える。 

前記の図 2.12(a)の Zin2と APの関係をみると Lmが大きい場合ではピークのカーブが急峻ではない。

これは伝送距離が近い場合二次側入力インピーダンスを厳密に最大効率二次側入力インピーダンスに

設定せずとも高効率が実現できることを示している。このことを利用し一次側電圧を一定として消費

電力一定となるよう負荷抵抗値を操作することである程度の高効率と高消費電力の両立を狙えるかの

解析を行なう。 

図 2.15(a), (c)に消費電力と設定すべき二次側入力インピーダンスの関係を示し，図 2.15(b), (d)に消

費電力と効率の関係を示す。また図 2.15(a), (b)は一次側電圧 V1が 1 V の場合，図 2.15(c), (d)は一次側

電圧 V1が 200 V の場合を示す。各グラフ中の白色の部分は計算の結果，解なしであったことを表す。

これは式(2.27)で表される有能電力以上であり，このエリアで示される電力を取り出すことが不可能で

あることを示す。それ以外の範囲においてはいかなる相互インダクタンスであってもある程度の電力

を取り出すことができることがわかる。このように伝送距離が近い場合の二次側消費電力の改善につ

いて，二次側入力インピーダンスを変化させることにより効率をさほど犠牲にすることなく消費電力

を拡大させることができることが分かった。 
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(a) 二次側入力インピーダンス (V1 = 1 V)  (b) 効率(V1 = 1 V)   

 

(c) 二次側入力インピーダンス(V1 = 200 V)   (d) 効率(V1 = 200 V)  

図 2.15  消費電力との関係 

 

2.5 提案式より新たに示される磁界共振結合の特性 

2.5.1 イミタンス特性とその用途 

イミタンス特性について 

イミタンスとはインピーダンスとアドミタンスからの造語であり，インピーダンスをアドミタンス

に変換する回路を示す。文献[41]ではレール型の非接触給電装置においてイミタンス変換器を挿入す

ることによりピックアップコイルからの定電力出力を定電圧出力に変換している。文献[42]において

も磁界共振結合はイミタンス特性を持つことが言及されている。しかしこの文献ではコイル損失がな

い場合として解析されている。 

 

磁界共振結合におけるイミタンス特性 

磁界共振結合がイミタンス特性を持つことを示す。一次側に電圧源を接続した場合，二次側電圧は

電圧比 AVを用いて V2 = AV V1と表すことができる。しかし AVの式には Lm，RLが含まれているため，

二次側の電圧は伝送距離のみならず負荷抵抗値によっても変化することになり，負荷側の機器はその

電圧変化の範囲内の耐圧を確保し，動作することが求められるため設計は困難を極める。そこでイミ

タンス変換器特性を利用し，電源として定電流源とすることで二次側電圧を安定とすることができる。 
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イミタンス特性に関する数式を前記で示した AV，AIの式を用いて説明する。V1と I2の関係は AVの

式を用いることで I2 = AV V1 / RLから式(2.30)で表される。 

    12

21

2 V
LRRR

L
I

mL

m






   (2.30) 

特に，R1 (RL + R2) << (ωLm)
2であれば式(2.31)と近似することができる。式(2.31)と同様の式は文献[42]

でも示されている。 
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さらに I1と V2の関係は AIの式を用いて V2 = RL AI I1より，式(2.32)で表される。 
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  (2.32) 

特に受電器の損失が負荷抵抗値と比較して低い，つまり R2 << RLであれば式(2.33)と近似することがで

きる。 

102 ILV m   (2.33) 

式(2.30)，式(2.31)，式(2.32)，式(2.33)について考える。式(2.31)，式(2.33)では RLが含まれていない。

つまり一定条件下で電源として電圧源を用いることにより二次側電流は負荷抵抗 RLに依らず一次側

電圧 V1によって一定にできる。また電源として電流源を用いることにより二次側電圧は負荷抵抗値

RLによって変化せず一定にできる。このように電圧比，電流比を用いることで送受電器の損失がある

場合の磁界共振結合のイミタンス変換器特性を容易に説明でき，二次側の電圧を一定にしたいアプリ

ケーションでは電源として電流源を使用し，二次側の電流を一定にしたいアプリケーションでは電流

源を使用することで，二次側電圧または電流を一定値に保つことができることがわかる。 

次に前記で求めた式と実験用送受電器のパラメータを用いて、負荷抵抗値や伝送距離が変化した場

合に V1と I2の関係，V2と I1の関係がどのような変化をするかの解析を行なう。送受電器の各定数は

実測値から表 2.3 に示すものとする。伝送距離は表 2.4 に表される範囲内で変化するものとし，相互

インダクタンスをこの範囲内として解析する。解析条件として負荷抵抗値 RLが変化した場合と、相互

インダクタンス Lmが変化した場合を示す。また，V1を 100 V， I1を 10 A とする。 

解析結果を図 2.16，図 2.17 に示す。まず図 2.16 では RLが小さい場合や Lmが大きい場合，I2の値

は RLの違いによって差異は現れないことを示す。さらに図 2.17 では RLが大きい場合に V2の値は一

定となる。このことから，送受電器に損失があった場合でも，一定の条件下でイミタンス特性が守ら

れることがわかる。 
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(a) 負荷抵抗が変化した場合  (b)相互インダクタンスが変化した場合 

図 2.16  一次側電圧を一定とした場合の二次側電流 

 

(a) 負荷抵抗値が変化した場合  (b) 相互インダクタンス値が変化した場合 

図 2.17  一次側電流を一定とした場合の二次側電圧 

 

2.5.2 磁界共振結合のテブナン等価回路・ノートン等価回路 

磁界共振結合は線形素子で構成される等価回路で表されるため，テブナンの定理，ノートンの定理

が成立する。これらの定理を用いることで二次側からみた電圧電流の振る舞いが容易に説明できるた

め，二次側機器の設計において有用である。磁界共振結合のテブナン等価回路，ノートン等価回路の

各定数は今回提案した入出力特性式を用いることで容易に導出が可能である。 

 

磁界共振結合のテブナン等価回路 

まずテブナン等価回路を図 2.18 に表す。テブナン等価回路中の電圧源の電圧 VSは磁界共振結合の

等価回路の二次側を開放した場合の電圧と同一である。よって既に求めた式(2.19)で表される AVsatを

用いて式(2.34)で表すことができる。 
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   (2.34) 

次にテブナン等価回路の内部インピーダンス Zs は式(2.35)で表される。 
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図 2.18  磁界共振結合のテブナン等価回路への変換 

 

磁界共振結合のノートン等価回路 

次にノートン等価回路を図 2.19 に表す。ノートン等価回路中の電流源の電流 IS は磁界共振結合の

等価回路の二次側を短絡した場合の電流と同一である。つまり，AI の式(2.12)を用いることにより式

(2.36)で表すことができる。 
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   (2.36) 

内部抵抗 ZSの値は式(2.35)と同一である。 

 

図 2.19  磁界共振結合のノートン等価回路への変換 

 

2.6 まとめと今後の課題 

2.6.1 まとめ 

本章では EV へのワイヤレス給電に必要な長伝送距離・高効率・大電力給電をめざし，これらの要

件を実現できるワイヤレス給電システムに適合する理論式を提案し特性の解析を行った。 

まず先行研究の状況と課題について述べ，磁界共振結合を用いた高効率・大電力ワイヤレス電力伝

送のためには新たな理論を構築する必要性があることについて説明した。 

次に高効率・大電力ワイヤレス給電システム構築に必要な効率・電圧・電流・入力インピーダンス

などの入出力特性式を提案した。この結果磁界共振結合の入出力の電圧・電流が明らかとなり，電力

伝送周波数を送受電器の共振周波数と同一にすることが高力率化に重要であることが分かった。 

またそれら新たに求めた式を用いて伝送距離と負荷抵抗値がそれぞれ変化した場合の入出力特性

について解析を行った。この結果磁界共振結合では二次側電圧・電流は伝送距離のみならず負荷抵抗

値によっても大きく変化し，一般的に考えられがちである「負荷を繋げば動く」状態からほど遠いこ

とが分かった。また伝送効率は伝送距離のみならず負荷抵抗値によって変化し，長伝送距離での高効

率化には負荷抵抗値をある一定の値に設定することが重要であることが分かった。 

そして入出力特性の式を用いて伝送効率と負荷消費電力の関係についての比較を行った。これによ
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り効率最大となる負荷抵抗値とすると消費電力が制限されることや負荷抵抗値を変更することにより

効率を犠牲にすることで消費電力を上昇させることができることが明らかとなった。 

さらに導出した入出力特性式を用いて電圧・電流に関する各種の検討を行なった。その結果新たに

提案した入出力特性式は応用性に富むことが示され，これを用いて磁界共振結合にはある一定の条件

でイミタンス特性と呼ばれる性質が存在し，これを応用することで負荷抵抗値にかかわらず二次側電

圧を一定化させられる可能性があることが分かった。 

本章におけるこれらの解析により，長伝送距離・高効率・大電力ワイヤレス電力伝送システムの構

築に有用な情報を得ることができ，磁界共振結合の電気的な振る舞いについて明らかにすることがで

きた。 

2.6.2 今後の課題 

本章では新たな入出力特性式を提案し，それを用いて数々の検討を行なった。しかし解析を容易に

するため，負荷を純抵抗とするなど理想的な状態としているが実用に即した理論がワイヤレス給電の

研究には求められている。そこで今後の実用化に向けて解決が必要になるであろう課題について述べ

る。 

リアクタンスをもつ負荷での解析 

今回の解析では負荷はリアクタンス成分を持たない純抵抗を接続するものとした。このことにより

入出力特性式は単純化され，解析が容易な見通しの良い結果が得られた。しかし実際の負荷は整流回

路などが存在し，純抵抗とはならない。そこでリアクタンス成分を持つ負荷の場合の特性について考

える必要がある。 

 

共振周波数・電力伝送周波数のずれに対する検討 

今回の解析では送受電器の共振周波数と電力伝送周波数は一致しているものとして解析を行った。

しかし実際のワイヤレス給電システムではコイルの製造精度・温度等の環境の変化・経年変化から，

それぞれの周波数が完全に一致するということは考えられない。そこで送電器・受電器の共振周波数

が変化した場合の特性について検討する必要があり，効率悪化等悪影響がある場合は，それに応じた

電力伝送周波数の変更などについて考える必要がある。 
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第3章 高効率電力伝送に関する実験 
 

 

 

 

3.1 はじめに 

3.1.1 概要 

前章で EV へのワイヤレス給電に向けた磁界共振結合の入出力特性について明らかにした。次にこ

の結果を用いて実際に高効率・大電力でのワイヤレス給電実験を行なう。 

従来の磁界共振結合の研究における実験では，ネットワークアナライザ等の測定器による微小信号

での実験に留まっていることが多い。また大電力伝送の実験は企業等で行われていることが多く，詳

細が明らかになっていないことが多い。さらに負荷を単純な抵抗として実験を行なっている例がほと

んどであり，キャパシタやモーターなど実際の給電対象への充電の検討が少ない。 

従来のネットワークアナライザを用いた微小電力での実験では，第 1 章で述べた効率に対する考え

方の違いがあるだけでなく，実際の大電力ワイヤレス電力伝送での構成と比較して大きな違いがあり，

微小電力での特性評価をもって実際のワイヤレス給電実現と断言することはできない。また EV への

給電を考えた場合，負荷は単純な抵抗ではなく，電池やモーター等などであり，負荷の状態は変化す

る。 

そこで本研究では長伝送距離・高効率・大電力のワイヤレス電力伝送実験を行ない，さらに双方向

チョッパとキャパシタを組み合わせた効率最大化と負荷電圧安定化を両立した負荷側回路を提案する。

まず先に提案した入出力特性式を用いて希望する消費電力と伝送距離から想定される入出力の電圧・

電流について計算する。そしてその結果をもとに高効率大電力伝送に必要な電源・整流器などの機器

の設計・製作を行なう。そして抵抗負荷による大電力ワイヤレス給電実験を行ない長距離高効率大電

力のワイヤレス給電を実現する。またこの実験結果を応用した市販電気自動車への給電例について紹

介する。つぎに双方向チョッパを用いたキャパシタへの給電／負荷への供給両立システムについて回

路構成を提案し，動作原理を述べ，実験を行ない，伝送効率が改善していることを示す。そしてこの

回路を応用した模型車両での走行中ワイヤレス給電実験を紹介する。これらにより，磁界共振結合を

用いたワイヤレス給電において高効率，大電力化を達成したことを示し，また電気自動差への給電に

適した負荷側かの回路構成について示すものである。 

 

3.1.2 高効率大電力伝送に関する先行研究 

電気自動車向けワイヤレス給電の研究は従来より各研究機関で行われている。各研究機関での研究

状況をまとめたものを表 3.1 に表す。この中で電磁誘導方式は高い総合効率と電気自動車に適合した

伝送電力を維持しているが，伝送距離は最大でも 18cm 程度と送電器を埋設できるほど大きくない。

これは第 1 章でも述べた電磁誘導方式の問題点である。 

それに対し磁界共振方式について，まず，長野日本無線の例では，30cmの伝送距離で伝送効率 88%

を記録している。しかし総合効率での評価は公開されていない。WiTricity の場合伝送距離 20cm で総

合効率 90%と大きい伝送距離と高い総合効率を維持しているが，EV へのワイヤレス給電の実用を考
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えた際，今一歩の感がある 

 

表 3.1  各社 EV 用非接触電力伝送方式の比較 [43] 

方式 磁界共振 マイクロ波 電磁誘導 

開発機関 Witricity 

(米国) 

長野日本無線 

(日本) 

三菱重工業 

(日本) 

HaloIPT 

(ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ) 

Evatran 

(日本) 

パイオニア 

(日本) 

昭和飛行機工業 

(日本) 

伝送電力 3.3kW 1kW 1kW 3kW 3.6kW 3kW 30kW 

伝送距離 20cm 10~30cm 12.5cm 18±3cm 7~15 10 14 

効率 90% 88%@30cm 38% 85% 90% 85% 92% 

総合効率 パワーアンプ 

出力-電池入力間 

総合効率 

(含廃熱回収) 

総合効率 総合効率 総合効率 総合効率 

一次側 

コイルサイズ 

50 x 50 x 3cm 80 x 80 x 16cm 6 x 9 x 10 cm 80 x 40 x 3cm 30cmΦ x 2.5 cm 46 x 46 x 3cm 139 x 139 x 5cm 

サイズ/出力 

[l/kW] 

2.3 102 2.7 3.2 0.5 1.9 3.2 

周波数 125kHz 13.56MHz 2.45GHz 20kHz - 95kHz 22kHz 

発表年月 2011 年 6月 2011 年 5月 2009 年 2 月 2010 年 2011 年 1月 2010 年 10 月 2009 年 3 月 

形状図 

 
  

  

 

  

 

3.1.3 先行研究の課題と本研究について 

先行研究の課題 

従来の電磁誘導型のワイヤレス給電は高い効率と大電力伝送を実現しているが，実用化に適した伝

送距離とはなっていない。また磁界共振結合を用いた場合は，長伝送距離でのワイヤレス電力伝送を

実現しているが，総合効率で高効率化を実現できてない。この分野はまた企業での研究が多く特許等

の関係から詳細が明らかにされていない。 

従来の研究では，等価回路や電磁界シミュレータによる解析のみの結果や，ネットワークアナライ

ザ等の微小電力の測定結果を実験結果としたものが多い。しかしワイヤレス給電は実現にその難しさ

がある。 

これは磁界共振結合の研究の歴史が浅く大電力での伝送実験ができる研究機関が少ないという事

情もあるが，測定器上の微小電力の実験結果をそのまま大型化すればよいという考え方が存在するた

めである。しかし従来のネットワークアナライザを用いた微小電力での実験では，第 1 章で述べた効

率に対する考え方の違いがあるだけでなく，実際の大電力ワイヤレス電力伝送での構成と比較して大

きな違いがあり，微小電力での特性評価をもって実際のワイヤレス給電実現と断言することはできな

い。また，伝送効率だけでなく全体での高効率を実現する必要があり，高周波電源，整流器に対する

検討が必要である。しかしワイヤレス給電の真のむずかしさは理論的な解析や小電力の実験にはなく，

大電力・高効率を実現させることにある。 

さらに負荷を単純な抵抗として実験を行なっている例がほとんどであり，キャパシタやモーターな

ど実際の給電対象への充電の検討が少ない。EV への給電を考えた場合，負荷は単純な抵抗ではなく，

電池やモーター等などであり，負荷の状態は変化する。 
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本研究について 

そこで本研究では，長伝送距離・システム全体を含めた高効率・大電力伝送の 3 つを達成するワイ

ヤレス給電実験を行なう。さらに双方向チョッパとキャパシタを組み合わせた効率最大化・負荷電圧

安定化を両立した負荷側回路を提案する。 

まず抵抗負荷での高効率・大電力伝送にむけて必要な消費電力と伝送距離から想定される一次側電

圧・電流・二次側電圧・電流・負荷抵抗値の計算を行なう。次にその結果をもとに高効率大電力伝送

に必要な電源・整流器などの機器の設計・製作を行なう。そして実際に大電力でのワイヤレス電力伝

送実験を行なう。またこの実験結果を応用した市販電気自動車へのワイヤレス給電例について紹介す

る。次に双方向チョッパとキャパシタを用いた最大効率伝送と負荷供給電圧一定化を実現する負荷側

回路を提案する。まず，チョッパによるインピーダンス変換の原理について述べ，次にチョッパの制

御方法について述べる。そしてチョッパを用いて最大効率給電実験を行なう。さらにこの回路を応用

し，模型車両での走行中ワイヤレス給電実験を紹介する。これらにより，磁界共振結合を用いたワイ

ヤレス給電において高効率，大電力化を達成したことを示し，また電気自動車への給電に適した負荷

側回路について示すものである。 

 

3.2 抵抗負荷への高効率大電力伝送 

3.2.1 目的・概要 

まず負荷が単純な抵抗である場合における実験を行い，磁界共振結合によるワイヤレス給電が実際

に高効率・大電力伝送が実現できることを証明する。 

 

3.2.2 入出力に関する設計・計算 

入出力電圧・電流の見積もり 

実験を行なうに当たり，電源，負荷を用意する必要がある。所望の消費電力を求める。まず，伝送

距離と消費電力を決定する。効率が最大となる負荷抵抗値 Zin2APmaxは，前記の式(2.20)で求めることが

できる。二次側電圧 V2は先に求めた Zin2APmaxより，PL = V2
2
 / Zin2APmaxより式(3.1)で求められる。 

LAPin PZV  max22   (3.1) 

二次側電流 I2は同様に PL = I2
2・RLより式(3.2)で求められる。 

max2

2

APin

L

Z

P
I    (3.2) 

一次側電圧 V1は AVの定義式(2.11)より，式(3.3)で求められる。 

VA

V
V 2

1     (3.3) 

一次側電流 I1は Zin1の式の定義式(2.13)より，式(3.4)で求められる。 

1

1
1

inZ

V
I     (3.4) 

これらの計算結果を図 3.1 に示す。これにより入出力の電圧電流が明らかになり，高周波電源，整流

器に求められる要件が明らかになった。 
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(a)  一次側・二次側電圧    (b)  一次側・二次側電流 

図 3.1  PL = 3.3 kW における最大効率負荷値での入出力電圧電流 

 

端子間電圧 

前記の通り負荷電圧や伝送距離によって 2 次側電圧は 1 次側電圧以上の高い電圧が発生することが

あり安全上の配慮が必要であることが分かっている。さらに磁界共振結合は共振を用いているため共

振器を構成するコンデンサとコイルに高電圧が発生する。発生する電圧の値を明らかにし，それに対

応した対策を施す必要がある。 

1 次側の共振器内のコンデンサに発生する電圧 VC1と 2 次側の共振器内のコンデンサに発生する電

圧 VC2はそれぞれ式(3.5)，式(3.6)で表される。 

1

10

1

1
I

C
VC


   (3.5) 

2

20

2

1
I

C
VC


   (3.6) 

C1，C2を 5000pF，ω を 6.28*10
5
 rad/s (100kHz)相当とし，前記の I1，I2の計算結果を当てはめた場合

の一次側共振コンデンサ端子電圧 VC1，二次側共振コンデンサ VC2は図 3.2 で表される。共振コンデン

サはこれに対応する耐圧である必要があり，またかなりの高圧であるため実験においては注意が必要

である。 

コイルに発生する端子電圧 VLについても，同様に式(3.7)，式(3.8)で計算できる。共振周波数であれば

ωL = 1 / (ωC)が成り立つため，式(3.5)と同一の大きさの電圧が発生することになる。 

1101 ILVL   (3.7) 

2202 ILVL   (3.8) 
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図 3.2  PL = 3.3kW における共振コンデンサの端子電圧 

 

3.2.3 高効率大電力伝送を実現する実験機 

次に実験に使用する実験機器について述べる。抵抗負荷へのワイヤレス電力伝送を考えた場合，ブ

ロック図は図 3.3 となる。このうち，高周波電源・送受電器・整流器がワイヤレス給電の総合効率に

関与する部分である。 

 

 

図 3.3  ワイヤレス給電システム ブロック図 

 

高周波電源について 

まず高周波電源部分について述べる。高周波電源の要件として高い変換効率を持つことが挙げられ

る。高周波電源としてリニアアンプが用いられることもあるが性質上，スイッチングによるものが求

められる。 

ここでは，SiC(Silicon Carbide)-FET を用いたフルブリッジインバータを制作する。インバータのブ

ロック図を図 3.4 に表す。これは通常のシリコンの FET の場合，磁界共振結合によるワイヤレス電力

伝送に求められる 100kHz 程度の周波数ではスイッチング損失が大きいため，大電力化と高効率化が

困難となるためである。使用した素子の諸元を表 3.2 に示し，制作したインバータの外観図を図 3.5

に示す。 
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図 3.4  高周波電源ブロック図 
 

 

   

(a)  外観     (b)電子基板部 

図 3.5  高周波電源 

 

表 3.2  使用半導体素子規格 [44] 

Parameter Symbol Value Unit 

型番（メーカー） - SCT2080KE (ROHM) - 

最大ドレイン-ソース間電圧 VDSS 1200 V 

最大ドレイン電流（直流） ID 35 A 

ドレイン・ソース間オン抵抗 RDS(on) 80 (Typ.) mΩ 

ゲート総電荷量 Qg 106 (Typ.) nC 

 

大電力用送受電器用コイルについて 

大電力伝送に使用する送受電器について説明する。送受電器の性能は伝送効率に大きく影響するた

め低損失である必要がある。 

前章では制作が容易なビニル電線を用いたコイルを定数をもとに解析を行なっていた。。しかし今回は

高効率大電力伝送を行なうため，低損失となるようリッツ線を用いたコイルを制作する。リッツ線と

Gate Driver

(IR21834)

Gate Driver

(IR21834)

Photo coupler

(TLP555)

DC IN

DC IN

Signal in

(From signal generator)

AC out

(To Transmitter)
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はコーティングされた銅線をより合わせたものである（図 3.6(b)）。このことにより表皮効果が低減さ

れ損失が少なくなることが示されている[45]。この線材を利用して制作したコイルの外観を図 3.6(a)

に示し，形状に関する詳細を表 3.3 に，単体でのパラメータを表 3.4 に，伝送距離と相互インダクタ

ンスの関係を表 3.5 に示す。リッツ線は直径 0.1mm の細線を 43 本より合わせ 1 束とし，さらに 7 束

より合わせたものを使用した。このリッツ線をポリアセタール樹脂を加工して作成した巻軸に巻いて

いる。 

 

  

(a)  コイル外観   (b )  リッツ線 

図 3.6  送受電器用コイル 

 

表 3.3  送受電器 コイル形状 

Description Value 

Outer diameter [mm] 434 

Inner diameter [mm] 228 

Number of turn [turn] 34 

Pitch [mm] 3 

Wire cross-section area [mm
2
] 2.36 

 

表 3.4  送受電器パラメータ 

Parameter value 

L1 [uH] 521 

L2 [uH] 521 

R1 [Ω] 0.78 

R2 [Ω] 0.79 

 

表 3.5  伝送距離と相互インダクタンスの関係 

Transmitting distance [cm] Mutual inductance Lm [uH] 

10 152 

20 65.1 

30 32.1 

40 17.4 

50 10.3 

 

大電力用共振コンデンサについて 

磁界共振結合は等価回路を見ればわかるとおり，コイルとコンデンサの直列回路で表されている。
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コイルについては前記のとおりであり，コンデンサについて考える必要がある。文献[47]では，磁界

共振結合用アンテナとして，部品としてのコンデンサを用いず無線ヘリカルアンテナを巻くことによ

って放射を少なくしたアンテナとして説明している。しかし，実際には線間容量を用いて LC 回路を

構成することになる。 

今回は実際に部品としてコンデンサを使用する。共振コンデンサに求められる要件は以下の通りで

ある。 

(1) 耐圧が条件を満たすこと 

(2) 耐電流が条件を満たすこと 

(3) 直列等価抵抗が少ないこと 

(4) 印加電圧・温度特性による容量変化が少ないこと。 

(5) 容量の精度が高いこと 

(1), (2) に関しては，前記で計算した値以上の耐圧耐電流を使用することが求められる。(3)に関して

は，コンデンサ直列等価抵抗（ESR: Equivalent Series Resistance）が等価回路上の R1，R2として効いて

くるためこれを低減することが高効率化につながる。(4), (5)について，磁界共振結合の前提条件とし

て送受電器の共振周波数と電力伝送周波数が一致しているということが挙げられるが，この部分が狂

うと前提条件が崩れるためである。 

これらの要件と，設計の結果を踏まえて選定を行なった。入手性の都合から表 3.6 で表されるもの

を選んだ。このコンデンサ単体では耐圧が足らないため，これを直列接続することによって耐圧を確

保している（図 3.7） 

 

表 3.6  使用コンデンサ規格 [46] 

Parameter Symbol Value Unit 

型番（メーカー） - EVS16207UJ2353KSSM 

(murata) 

- 

容量・誤差 - 35 nF 

コンデンサ種別 - 積層セラミックコンデンサ - 

誤差 - ±10 % 

温度特性タイプ - U2J - 

定格電圧 - 300(AC) Vrms 

許容電流(200kHz) - 24 Arms 

 

  

(a)  外観    (b)  電子基板への実装 

図 3.7  共振用コンデンサ 
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整流器について 

実験で使用する整流器は 100kHz 程度の電力を整流する必要がある。そのため，通常の 50~60Hz 用の

整流用のダイオードを使用した場合，整流器で損失となる。そのため接合容量が低く高速応答である

ことが求められる。そこで，逆回復時間(trr)と前述の設計から求めた電圧電流を踏まえて選定した。実

験に使用する整流器の詳細を表 3.7 に示し，外観を図 3.8 に示す。本整流器をブリッジ接続し，平滑

用のコンデンサを接続し使用する。 

 

 

(a)  外観     (b)  接続回路図 

図 3.8  整流器 

 

表 3.7  使用半導体素子規格 [48] 

Parameter Symbol Value Unit 

型番（メーカー） - DSEI120-06A (IXYS) - 

逆耐圧 VRRM 600 V 

順方向電流 IFRMS 100 A 

順方向電圧 VF 1.3 (Max.) V 

逆回復時間 trr 35 (Typ.) ns 

 

負荷について 

実験に使用した負荷抵抗について紹介する。大電力伝送実験の場合，大電力用の無誘導負荷は高価

で抵抗値のバリエーションが少なく入手が困難である。しかし整流後に接続するのであれば，誘導成

分を持っていても問題ない。そこでホーロー抵抗を使用した。外観を図 3.9 に示す。 

 

 

図 3.9  抵抗負荷 

Rectifier input

(From Receriver)

Rectifier output

(To load)
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3.2.4 実験方法 

前記で紹介した実験機器を用いて高効率大電力伝送の実験を行なう。事前に送受電器の共振周波数

を調べ，その値を電力伝送周波数として用いる。負荷抵抗値は計算で求めた最大効率抵抗値とする。

直流電源の電圧値は 600 V を超えない範囲で共振コンデンサの耐電圧の限界値まで上昇させ，大電力

でのワイヤレス給電を行なう。電力伝送周波数は 97.7kHz である 

大電力での実験と法規について 

ワイヤレス給電は電線を用いず電力を送るものであり無線通信とはならない。しかし日本において

は電波法 100 条により，50W 以上の電力伝送を行なう場合高周波利用設備の申請が必要である。しか

し，総務省告示第百七十三号に定められた条件であれば微弱無線局とみなされ，高周波利用設備申請

が不要となる。そこで今回の実験は電波暗室にて行った(図 3.10)。 

 

図 3.10  電波暗室による大電力実験 

3.2.5 実験結果と考察 

実験結果のまとめを表 3.8 に示す。電源効率に関しては伝送状態によって変化する。整流効率は伝

送状態によって変化するが，電源効率ほどの変動は少ない。伝送効率についてはほぼ理論通りの値と

なっている。消費電力は伝送距離が大きくなるほど小さくなっているが，これは一次側電流・二次側

電流の上昇による共振コンデンサの耐電圧が上昇したことによる限界である。 

 

表 3.8  最大消費電力時の効率の内訳 

Transmitting distance 30 cm 40 cm 50 cm 

Load resistance [Ω] 50 25 15 

Power supply efficiency [%] 95.6 92.3 90.2 

Transmitting efficiency [%] 
Experimental 93.7 86.8 77.3 

Theoretical 92.4 86.5 78.2 

Rectifier efficiency [%] 98.7 97.2 95.0 

DC to DC efficiency [%] 88.3 77.8 66.2 

Consuming power [kW] 3.36 1.70 0.846 
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3.2.6 本実験のまとめ 

本実験では，電気自動車に向けた高効率大電力伝送をめざし，実験機の制作と実験を行なった。前

章で示した入出力特性式を用いて設計を行ない，その結果をもとに実験機の制作を行なった。そして

実験機を用いてワイヤレス給電実験をおこなった。これらのことを行った結果，第二章で示した新し

い入出力の特性式は高効率なワイヤレス給電システムを構築するのに有意であり，また実験によって

伝送効率だけでなく，電源・送受電器・整流器全体での高効率化を実現した。これらから長伝送距離・

高効率・大電力伝送が実現した。 

 

3.3 双方向チョッパとキャパシタを用いた効率最大化と二次側電圧一定化 

3.3.1 概要 

前記では抵抗負荷へのワイヤレス給電を行なった。その際，効率を最大化するために負荷抵抗 RL

を送受電器の定数によって決まるある一定の値に設定した。しかし実際のワイヤレス給電を考えた場

合，負荷抵抗値は負荷の状態によって決まるものでありワイヤレス給電システムの都合によって勝手

に操作することはできない。そこで負荷の前段にチョッパを挿入することにより二次側入力インピー

ダンスを操作する方法が提案されている[49] [50]。 

チョッパによる二次側入力インピーダンス操作にあたり効率が最大となるようなスイッチングの

デューティ比の決定方法を検討する必要があるが，最適な二次側入力インピーダンスは伝送距離によ

って変化する。負荷や伝送距離はワイヤレスシステムによって決まるのではなく，システムのユーザ

ーの都合によって決まる。そのため負荷の状態や伝送距離を知る方法が必要である。また電気自動車

等のアプリケーションを考えた場合，蓄電素子への充電や負荷に一定電圧を供給する方法について検

討の必要がある。これらとワイヤレス給電の連携を考えた場合充電回路・負荷への一定電圧供給回路

が必要になり，さらにワイヤレス給電に関する回路が加わればシステムが複雑化し，コストが上昇す

る。 

そこで本研究では磁界共振結合を用いたワイヤレス給電において伝送効率最大化と負荷電圧一定

化を両立できる二次側回路を提案する。二次側に双方向チョッパを用いることにより伝送効率の最大

化と負荷供給電圧の一定化を両立する負荷側のシステムについて述べる。まず，磁界共振結合の入出

力特性について説明し，二次側入力インピーダンスと効率の関係について述べる。次にチョッパを用

いた入力インピーダンス操作の原理について説明し，双方向チョッパを用いることによって，効率の

最大化と負荷への安定的な電圧の供給ができることを理論と実験によって示す。これによりキャパシ

タを持つ電気自動車に有用なワイヤレス給電システムの提案を行なうものである。 

 

3.3.2 双方向チョッパによるインピーダンス変換と負荷電圧一定の原理 

降圧チョッパによるインピーダンス変換の原理 

前章で磁界共振結合には効率が最大となる二次側入力インピーダンスが存在し，高効率化のために

はその値を適切に設定する必要があることが分かった。ここではチョッパを用いることでインピーダ

ンスを変化させられることについて説明する。 

まず動作原理の説明のために図 3.11 に負荷抵抗を接続した高圧チョッパの回路図を示す。チョッパ

の損失がない場合の入力電圧 Vi，出力電圧 VLの関係は，スイッチングのデューティ比D から式(3.9)

で表される。またチョッパに損失はないとしているので Vi Ii = VL ILの式が成り立ち，オームの法則よ

り VL = RL ILが成り立つ。さらに Zin = Vi / Iiであることから，これらの式より式(3.10)が求められる。こ

れがチョッパによる損失が無い場合のインピーダンス変換の式となる。D は 0 ≦ D ≦ 1 という条件
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があるため，Zinの取りうる値は式(3.11)の通りとなる。このことから降圧チョッパは負荷抵抗値より

高い値にインピーダンスを変換できることがわかる。これによりチョッパのデューティ比を変化させ

ることにより，負荷抵抗値を変化させることなく 2 次側入力インピーダンスを変化させることができ

ることがわかる。 

iL DVV    (3.9) 

2D

R
Z L

in    (3.10) 

 inL ZR   (3.11) 

 

 

図 3.11  負荷抵抗を接続した降圧チョッパ 

 

双方向チョッパによる効率最大化と負荷電圧安定化 

次にワイヤレス給電へのチョッパの適用について考える。前記のとおり負荷抵抗値は負荷によって

決まるため，チョッパにより効率が最大となる二次側入力インピーダンスに変換する必要がある。 

図 3.12 に負荷に双方向チョッパを用いたワイヤレス給電システムの概要を示し，図 3.13 に詳細の

回路図を示す。二次側整流後に負荷と並列に双方向チョッパを接続する。双方向チョッパの後段には

蓄電素子を配置する。この図では大容量キャパシタとしている。電源から送電器を経由して受電器で

受電後，ブリッジ整流器で全波整流を行なう。その後負荷への電力供給とは並列に双方向チョッパに

より降圧され，キャパシタに給電される。また負荷での電力消費時には受電器からの電力供給のほか

にキャパシタから双方向チョッパで昇圧された電力が負荷供給される。 

給電時は TR1がスイッチングすることにより降圧チョッパとして動作し，スイッチングのデューテ

ィ比を最大効率となるようコントロールしキャパシタへ給電を行なう。降圧チョッパであるため，DC

リンク部分はキャパシタ電圧より高い必要がある。また，キャパシタから負荷への電力供給時には TR2

がスイッチングを行なうことによって昇圧チョッパとして動作する。 

  

Zin

Ii

RL

Step-down chopper Load

Vi VL

IL
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図 3.12  双方向チョッパを用いた負荷側ワイヤレスシステム 

 

 

図 3.13  双方向チョッパの回路詳細 

  

3.3.3 チョッパの制御方法 

双方向チョッパのデューティ比の制御法に関して検討する。チョッパから見たインピーダンスを最

大効率負荷となるように制御すればよい。すると，最大効率負荷抵抗値（式(2.20)）を式(3.10)に代入

して求めたD を用いてチョッパを制御すればよいと思われる。しかし，実際のチョッパ回路には損失

があり，式(3.10)はチョッパに損失がないものとして扱っているためこれらの式を直接使うことはでき

ない。そこでチョッパに損失があった場合にも適用できる制御方法について考える。 

まず，効率最大時の二次側電圧について考える。効率最大時の入出力電圧比 AVAPmaxは最大効率負荷

抵抗値の式(2.20)を入出力電圧比の式(2.11)に代入することにより式(3.13)で表される。さらに V2 = 

AVAPmax V1であるため，式(3.13)と一次側電圧 V1との積が二次側電圧となる。つまり，最大効率となっ

ている場合は二次側電圧 V2がこの値となり，二次側電圧をこの値になるよう制御すればよいことがわ

かる。この式であれば，チョッパに損失がある場合でも最大効率とすることができる。 

 2
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式(3.13)について考える。R1，R2，Lm，ω0，RLの値を知る必要がある。R1，R2，ω0については送受電

器固有の値であり，伝送距離や負荷抵抗値などワイヤレス給電の状態によって変化することはないた

め既知とできる。 

相互インダクタンスの推定 

相互インダクタンス Lmは前述のとおり伝送距離と関係し，使用状態によって変化する。そのため一

定値とすることはできず，常時の測定を必要とする。また，測定するためには一次側電圧，二次側電

圧両方の測定が必要となり，一次側と二次側の間で通信が必要となってしまう。そこで１次側電圧は

一定とし，2 次側電圧を計測することによって求める方法を考える。AV = V2 / V1という定義と負荷抵

抗値の値を用いて式を変形させることによって式(3.14)が求められ，この式に測定した値を代入するこ

とにより Lmが算出できる。式(3.14)には Zin2が含まれているが，これは電圧センサ，電流センサによ

って V2， I2を計測し V2 / I2とすることで算出できる。 
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3.3.4 実験概要 

実験機器 

高周波電源，送受電器，整流器については，前記の図 3.5，図 3.6，図 3.8 で表されるものを物を使

用する。整流器の後段に接続する双方向チョッパについて述べる。制作した双方向チョッパの外観を

図 3.14 に示す。半導体素子の詳細を 

表 3.9 に示す。スイッチング周波数は 20kHz とする。 

 

 
図 3.14  双方向チョッパの外観 
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表 3.9  IGBT 規格 [51] 

Parameter Symbol Value Unit 

型番（メーカー） - 2MBI100-060-50 (富士電機) - 

最大コレクタエミッタ間電圧 VCES 600 V 

最大コレクタ電流（直流） IC 100 A 

順方向電圧 VF 2.0 (Typ.) V 

 

3.3.5 実験結果・考察 

チョッパによる伝送効率の改善 

まずチョッパ後段に抵抗負荷を配置し，負荷抵抗値 RLを変化させてチョッパがある場合とない場合

の伝送効率を比較した。伝送距離は 20cmと 40cm で行った。 

結果を図 3.15 に示す。これを見ると伝送距離 20cm，40cm とも負荷抵抗値 RLが低い場合に，チョ

ッパによって伝送効率が改善している。RLが高い場合には効率は改善していないが，これは回路構成

が降圧チョッパであるという理由で，負荷抵抗値を低く変換できないことによる。しかしチョッパ後

段に接続するものがキャパシタである場合，大電流で充電することになることからチョッパ後段のイ

ンピーダンスは低くなるため問題となることはない。 

 

図 3.15  チョッパによる伝送効率の改善  

3.3.6 本実験のまとめ 

チョッパを用いた効率の最大化と負荷電圧一定化を両立する二次側システムの提案を行った。二次

側入力インピーダンスによって伝送効率が変化し，伝送距離によって効率最大となる二次側入力イン

ピーダンスが存在すること，二次側入力インピーダンスや伝送距離の変化によって二次側電圧が変化

することを述べた。チョッパによって入力インピーダンスを操作することができることを述べた。双

方向チョッパとキャパシタを組み合わせることにより，一次側と二次側間の通信を行なうことなく伝

送効率の最大化と負荷電圧の一定化が可能となることについて原理を説明した。最後に実験によりチ

ョッパによって伝送効率改善が行なえることの確認を行った。このことにより，二次側を複雑化する

ことなく各アプリケーションへの適用が行える。 

 

3.4 その他の実験例 

本研究では，上記の実験で得られた結果やノウハウをもとに行ったデモ・実験例について示す。 
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3.4.1 市販電気自動車へのワイヤレス給電 

前記の大電力ワイヤレス給電の実験結果を応用し，市販の電気自動車へのワイヤレス給電を行なっ

た。ブロック図を図 3.16 に示し，使用した実験機器について表 3.10 に示す。二次側について整流後，

自動車付属の充電器を接続するため AC200V に変換する DC/AC インバータを接続している。しかし

DC/AC インバータは一定の入力電圧範囲もち，定電力負荷であるため二次側インピーダンスが一定と

はならずこのままでは二次側直流電圧は一定とはならない。そこで二次側電圧を一次側にフィードバ

ックし，PI 制御器を通し，一次側の直流電源の出力電圧を制御することにより，V2DCを一定電圧とす

ることができた。この構成で伝送距離 20cmと 30cm で市販の電気自動車へのワイヤレス給電に成功し

ている。 

 

図 3.16  市販電気自動車へのワイヤレス給電 ブロック図 

 

表 3.10  使用機器一覧 

使用機器 機器型番（メーカー） 備考 

電圧センサ 自作 LV25P (LEM)使用 

差動増幅器 自作 OP-AMP による 

PI 制御器 自作 OP-AMP による 

DC 電源 HX0500-30 （高砂製作所） 0V~500V， 30A 

インバータ 自作 前記と同一 

送受電器コイル (共同研究先制作) 詳細非公開 

送受電器コンデンサ 自作 前記と同一，7 直列 

整流器 自作 前記と同一 

AC DC インバータ NS-3K-18Z2S (東洋電源機器) DC 200V~300V 入力 

電気自動車 LEAF （nissan） - 

  

(a)  給電用実験機    (b)  実験風景 

図 3.17 市販電気自動車へのワイヤレス給電 
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3.4.2 自動車模型への走行中ワイヤレス給電 

2013 年に行われた ITS 世界会議東京 2013 (‘13.10.14~18)にて，前記の双方向チョッパとキャパシタ

を用いた二次側回路を応用して模型自動車へ走行中給電を行なう実験デモが国総研/東大堀藤本研ブ

ースにて出展された。国土交通省国土技術政策総合研究所（茨城県つくば市）よりインターネットを

使用して中継された（図 3.19）。中継の概要と模型車両内ブロック図を図 3.18 に示す。 

受電器で受電後整流器を通じDC リンク電圧が一定となるようマイコン(Arduino UNO)を用いて PI

制御を行なっている。走行路の一部には楕円型の送電器が埋め込まれ，走行中給電が行われる。 

これにより送電器上では給電が行われ，それ以外ではキャパシタの電力を用いて双方向チョッパに

よりモーターに向けて電力が供給することで双方向チョッパを用いてキャパシタへの給電と走行中給

電を実現している。 

 

図 3.18  模型による走行中給電の展示 
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(a) 中継された映像   (b)制作風景 

 

(c)  模型内キャパシタ電圧の推移 

図 3.19  模型による走行中給電 

3.5 まとめと今後の課題 

3.5.1 まとめ 

本章では，電気自動車へのワイヤレス給電に向けた長伝送距離・高効率・大電力のワイヤレス給電

実験を行なった。さらに最大効率と負荷電圧安定を両立する二次側回路について提案した。 

まず，前章で提案した入出力特性式を用いて計算を行ない，最大効率での入出力の電圧・電流の関

係が明らかにした。また共振回路特有の素子の端子電圧の値も明らかにし，電源・負荷を含めたワイ

ヤレス給電システムの構築が可能となった。 

次に，想定される電圧電流の値をもとにして実験機の制作を行ない，抵抗負荷での大電力伝送実験

を行なった。その結果伝送距離 30cmで消費電力 3.36kW，総合効率 88.3%，また伝送距離 40cmで消

費電力 1.70kW，総合効率 77.8%を記録した。またこの結果を利用して市販の電気自動車へのワイヤレ

ス給電の実例を示した。 

その後キャパシタと双方向チョッパを用いた二次側回路の提案を行なった。スイッチング動作によ

り入力インピーダンスが操作できることを述べ，直流リンク電圧を一定化することによる入力インピ

ーダンス制御について述べた。そして実験によって伝送効率が改善していることを示した。そしてこ

の回路を応用した模型車両での走行中ワイヤレス給電実験を紹介する。これらにより，磁界共振結合



3.5 まとめと今後の課題 

 

62 

 

を用いたワイヤレス給電において高効率，大電力化を達成したことを示し，また電気自動差への給電

に適した負荷側かの回路構成について示すものである。 

3.5.2 今後の課題 

さらなる高効率化 

今回の研究結果で高効率・大電力が確立できた。しかし伝送効率は高ければ高いほどよく，図 1.33

からもわかるように走行中ワイヤレス給電においてはさらなる長伝送距離が望まれている。さらなる

総合効率の高効率化を考えた場合，電源・送受電器・整流器の効率を向上させる必要がある。 

送受電器の高効率化の方法として線材の種類の選択・コイル形状の工夫，電力伝送周波数の上昇が

ある。線材種類に関しては，今回は表皮効果を目的としてリッツ線を使用したが，近接効果も考慮に

入れた線材や断面積の選択が必要となる。またコイル形状に関しては，今回は薄型形状となるよう平

面上に巻くスパイラル型を採用したが，コイル抵抗低減と相互インダクタンス上昇が可能となるよう

なコイル形状を検討する必要がある。整流器については，今回は単純なブリッジ整流としているが，

力率改善と損失低減ができるような整流回路を検討する必要がある。電源の構成としては，現在はフ

ルブリッジ回路を用いて，外部の信号発生器より方形波で駆動しており，スイッチングタイミング等

は考慮していない。これらのことを行なうことでさらなる高効率化が期待できる。 

 

一次側制御 

今回大電力給電実験において市販電気自動車へのワイヤレス給電を行なった。その際，二次側の情

報を一次側へのフィードバックを行なうことで二次側電圧の安定化を行なった。この試みは成功して

いるものの理論的な検証ができていない。また双方向チョッパを用いた二次側回路では一次側電圧は

一定値としているが本来であれば必要な消費電力等に応じて可変であるべきである。これらのことか

ら，磁界共振結合の伝達関数の定式化等の理論構築が必要である。 
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第4章 走行中ワイヤレス給電に向けた提案 
 

 

 

 

4.1 はじめに 

4.1.1 概要 

ここまでで EV 向けの大電力・高効率なワイヤレス給電について述べ，磁界共振結合を用いたワイ

ヤレス給電により数十センチの伝送距離で高効率で大電力な給電が行なえることを理論と実験により

示した。さらに走行中の電気自動車へのワイヤレス給電が可能となれば，高速道路などの無停車で連

続運用の場合でも給電が可能となり電気自動車の利便性が向上する。 

そこでここまでで得られた知見を活かし走行中の EV へのワイヤレス給電を行なうことを考える。

停車中のワイヤレス給電と違い走行中ワイヤレス給電は車両が移動するため進行方向に給電区間を延

長させる必要がある。具体的な方法としては 1 つの送電器を楕円状にし，車両の進行方向の位置ずれ

に強くすることが考えられる。また中継器と呼ばれるものを路面に敷き詰めることで給電区間を延長

することが考えられる。中継器は送電器と受電器の間に挿入することにより磁束で結合し，伝送距離

を延長できるものである。この 2 つの技術を組み合わせることによって EV への走行中ワイヤレス給

電が実現できると考えられる。 

本章では EV の走行中ワイヤレス給電に向け，非対称送受電器を用いた入出力特性の解析と，中継

器を用いた給電区間延長について解析を行なう。まず非対称送受電器を用いたワイヤレス給電につい

て，等価回路を用いて送受電器の定数が変化した場合の解析を行い，送電器と受電器の形状が同一で

ある従来の対称送受電器との違いと EV への走行中給電に向いた設計方針について検討する。中継器

に関する解析では等価回路を用いて道路側コイルと車両位置の関係について解析を行い，走行中給電

に用いた場合どのような問題点が派生するかについての検討を行なう。これらのことにより，EV へ

の走行中ワイヤレス給電に向けた給電システムの概要を示すものである。 

4.1.2 走行中ワイヤレス給電の特性解明に関する先行研究 

走行中ワイヤレス給電に関する先行研究は第 1 章でも紹介しているが，ここでは走行ワイヤレス給

電に向けた特性の詳細に関する研究を行なっているものを紹介する。 

 

日産自動車による走行中ワイヤレス給電 

日産自動車(株)では，小型の EV を用いて走行中給電を目指した研究を行なっている[52]。実際に幅

30 cm，長さ 1.6 m の地上側コイルと直径 40 cm の車両側コイルを制作した。さらに送電コイルを実際

にアスファルト内に埋設し，実際に小型 EV を使用して 50W 以下の電力で移動しながらのワイヤレス

給電を行なっている。50 W 以下に抑えている理由は法律上の問題（高周波利用設備）である(図 4.1) (図 

4.2)。 
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(a) 送電コイル     (b) 受電コイル 

図 4.1  制作したコイル [52] 

 

  

(a) 送電コイルのアスファルト内への埋め込み   (b) 施工後 

  

(c) 小型電気自動車  (d) 路面と受電コイル 

図 4.2  走行中ワイヤレス給電実験 [52] 

 

フリーポジショニングワイヤレス電力伝送 

韓国 Korea Electrotechnology Research Institute (KERI) では中継コイルを敷き詰めたフリーポジショ

ニングワイヤレス給電を行なっている[53]。コイルを図 4.3 のように配置した場合，等価回路は図 4.4

の通りとなり位置と伝送効率の関係は図 4.5(a)で表され，受電コイルの位置によって伝送効率が低下

する“デッドゾーン”が発生する。しかし送電側末端の中継コイルの共振周波数を変更することによ

りデッドゾーンを全区間の 4 割から 1 割に低減させている。 
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図 4.3  解析・実験モデル [53] 

 

図 4.4  等価回路 [53] 

   

(a)  共振周波数調整なし   (b)  共振周波数調整あり 

図 4.5  伝送効率特性 [53] 

 

送信コイルのアレー化 

名古屋工業大学では，送電コイルをアレー化した場合の効率の受信コイル位置と周波数特性につい

て電磁解析を行なった[54]。図 4.6 に示すアレー化した送電コイルと受電コイルをモデルとし，電磁

界解析を行った結果が図 4.7 で示されるものである。これを見ると送電器・受電器の共振周波数以外

の部分で高効率となっていることが示されている。 
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図 4.6  アレー化した送電コイル [54] 

  

(a)  磁界の向き    (b)  効率の位置と周波数特性 

図 4.7  アレー化した送電コイルの特性 [54] 

 

4.1.3 先行研究の課題と本研究について 

先行研究の課題 

どの研究機関においても EV への走行中ワイヤレス給電の研究ははじまったばかりであり，概念的

な構想を提案するにとどまるか，とりあえずの形で電磁界シミュレーションや実験を行なっているの

が現状である。この状態から脱却するには実現可能性が高い構成を提案し，特性を数式で表すことで

解析から実験までをシームレスに行えるようにすることが重要である。 

 

本研究について 

そこで本研究では EV の走行中ワイヤレス給電に向けた送受電器について解析を行なう。 

まず非対称送受電器を用いたワイヤレス給電について，非対称送受電器の等価回路を明らかにし入

出力特性式を求める。そして送受電器の形状が変化した場合を模した解析を行い，送電器と受電器の

形状が同一である従来の対称送受電器との違いについて検証する。また EV へのワイヤレス給電に適

応する送受電コイルの設計指針について検討する。 

また中継器を用いた給電区間延長についての解析を行なう。等価回路を明らかにし，道路側コイル

の数と車両の位置が変化した場合の伝送効率の関係を行い，中継器による伝送距離延長技術を走行中

ワイヤレス給電に用いた場合どのような問題点が発生するかについての検討を行なう。また，2 つの

道路側コイルと受電コイルが結合するクロスカップリングが発生した場合，どのような影響が発生す

るかについても検証する。そしてこれらの結果から，走行中ワイヤレス給電の給電区間延長に適応し

た中継器の配置法を提案する。 

本研究はこれらのことにより EV への走行中ワイヤレス給電に向けた給電システムの概要を示すも
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のである。 

 

4.2 非対称送受電器 ~特性式の非対称コイルへの拡張~ 

4.2.1 はじめに 

EV の走行中ワイヤレス給電においては給電区間を延長させることが重要である。給電期間を延長

させる方法としては中継器を用いる方法や送電器と高周波電源を羅列する方法などが考えられるが，

どの方式を採用した場合においても送電コイルを進行方向に長くし，1 つの送電コイル当たりの給電

区間を長くする方法は必須である(図 4.9)。 

給電区間を長くする必要があることから道路側コイルを進行方向に伸ばすことが考えられる一方，

車両に搭載する受電器の形状は小型軽量であることが望まれている(図 4.8)。 

また磁界共振結合によるワイヤレス給電では送電器と受電器の共振周波数を一致させる必要はあ

るが，コイル形状を一致させる必要性はない。この性質を利用することで送電コイル・受電コイルの

形状が自由に変えられるため各種のアプリケーションに応用できる。このように非対称送受電器に対

する需要は大きい。 

本研究では磁界共振結合を用いたワイヤレス電力における非対称送受電器について，等価回路を用

いて効率と伝送電力の変化について解析を行なう。これにより非対称送受電器を用いた場合に高効率

大電力伝送を行なうために送電コイルと受電コイルをどのように設計する必要があるかについて明ら

かにする。 

 

 

図 4.8  非対称送受電器による走行中給電 

 

 

図 4.9  非対称送受電器 
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4.2.2 非対称送受電器の等価回路と入出力特性 

非対称送受電器の定義と等価回路 

まず非対称送受電器の等価回路について考える。改めて電源と負荷を接続した磁界共振結合の等価

回路を図 4.10 に示す。前述の通り非対称送受電器とは送電コイルと受電コイルの形状が違うものを表

す。これを等価回路で考えると対称送受電器の各定数は L1 = L2，C1 = C2，R1 = R2であるのに対し非対

称送受電器は L1 ≠ L2，C1 ≠ C2，R1 ≠ R2となる。ただし磁界共振結合という特性上，送電器・受電器の

共振周波数は一致している必要がある。つまり対称送受電器と同様に式(4.1)を満たしている必要があ

る。 

  (4.1) 

 

 

 

図 4.10  電源・負荷を接続した場合の磁界共振結合の等価回路（再掲） 

 

非対称送受電器の入出力特性式 

次に入出力特性式について考える。非対称送受電器はコイル形状の変更で各定数か如何様にも値を

取りうる。このことから組み合わせは無限に考えられ解析が困難なように見える。しかし磁界共振結

合の場合，送電器・受電器の共振周波数は式(4.1)で表されるものであり，かつ電力伝送周波数も共振

周波数と一致させることにより第 2 章で表した AV，AI，Zin1，APの式を用いることができる。式(2.14)，

式(2.15)，式(2.16)，式(2.18)をみると R1，R2，ω0，Lm，Zin2の関数で表されている。このことから非対

称送受電器の解析では共振角周波数 ω0 を設定し，R1，R2，Lm それぞれを変化させて解析を行なうこ

とによって従来の対称送受電器と同じ入出力特性式を用いることができる。 

 

4.2.3 非対称送受電器の入出力特性に関する解析 

解析方法・条件 

次に入出力特性式を用いた非対称送受電器の入出力特性の解析を行なう。解析方法について述べる。

R1，R2，Lmそれぞれが変化した場合の最大効率 APmax，消費電力 PLAPmaxを求める。Lmは実際に近い値

から引用するため第 2 章で示した値を参考にし，10，50，100，200 uH とする。V1は 100 V とする。 

 

解析結果・考察 

図 4.11 に Lmごとの R1，R2が変化した場合の APmaxを示す。各グラフをみると Lmが大きいほど全体

的に APが高い。これは伝送距離が近いほど効率が高いことを示す。それぞれのグラフにおいて右上部

の効率が低く左下部の効率が高い。これは R1，R2を同時に変化させた場合に送電器，受電器両方の損

失が大きいほど効率が低くなることを示している。さらに左上部，右下部でもある程度の高効率を示

している。これは送電器または受電器のどちらかの損失が高い場合であっても，もう一方のコイルの
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損失が少なければある程度の高効率を得られることを示す。 

 

 

(a)  Lm = 10 uH     (b)  Lm = 50 uH 

 

(c)  Lm = 100 uH    (d)  Lm = 200 uH 

図 4.11  非対称送受電器の効率最大負荷の場合の効率 

 

図 4.12 に最大効率時の消費電力ついて示す。これをみると各グラフの左部分のみ二次側消費電力

が高い。これは送電器の損失が高い場合，高効率であっても消費電力が低く，大電力伝送が困難であ

ることを示している。また，グラフ左部分の R2が小さい領域において R1が大きくなると二次側消費

電力が大きくなるという現象がある。これについて次に検討する。 
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(a)  Lm = 10 uH    (b)  Lm = 50 uH 

 

(c)  Lm = 100 uH     (d)  Lm = 200 uH 

図 4.12  非対称送受電器の最大効率負荷時の負荷電力 

 

図 4.13 に Lmが 10 uH である場合の電圧比 AVAPmaxと負荷抵抗値 RLAPmaxを示す。図 4.13 (a)では，左

部分の入出力電圧比が大きく右半分は小さい。また図 4.13 (b)は左上部において抵抗値が大きくなっ

ている。このことから図 4.12 において R2が高い場合に消費電力が少なくなってしまう理由は 2 次側

電圧が低いために消費電力が低くなるためであることが示される。また R2が小さく R1が多い場合に

消費電力が大きくなり理由は負荷抵抗値が上昇しているが，2 次側電圧が上昇するために消費電力が

大きくなっているためと説明ができる。 

 

 

(a)  最大効率時電圧比    (b)  最大効率負荷抵抗値 

図 4.13  最大効率時の特性(Lm = 10 uH) 
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ここまでの解析で，以下のことがわかった。 

・Lmが大きいほど効率は上昇する。 

・R1， R2のどちらかの値が低い場合に効率が上昇する。 

・R1を低減した場合，負荷での消費電力が増大する。 

前記の通り，送受電器はコイルとコンデンサの直列接続回路で構成される。コイル形状を変化によ

ってコイル自己インダクタンス成分だけでなく，コイル抵抗成分， 相互インダクタンスが影響を受け

る。一般的にコイルの巻き数を増やすとインダクタンスが増加し巻線長さが長くなるためコイル抵抗

も増加し，自己インダクタンスの増加によって相互インダクタンスも増加する。巻き数を減らした場

合はその逆である。一方コンデンサの変化は送受電器の共振周波数ω0以外への影響は少なく，部品定

数の変更は容易である。このことから，非対称送受電器において高効率な大電力伝送を行なうには，

送電側のコイルは巻線長さを減らす等の工夫で損失を低減し，受電側のコイルは損失に対して許容性

があるため受電側コイルの巻き数を増やすことで，相互インダクタンスを上昇させるという設計指針

で設計を行なうことにより，大電力高効率電力伝送に適した送受電器が実現する。また，受電器の損

失が許容できるということはコイル線材の断面積を少なくでき，抵抗率は劣るが軽量低価格な材料を

使用できることにもつながり，EV へのワイヤレス充電の場合の受電器（車両側）の軽量低コスト化

につながる。 

 

4.2.4 まとめ 

磁界共振結合によるワイヤレス給電について，送電器と受電器との形状が異なる非対称送受電器に

関して，送受電器の損失と相互インダクタンスが変化した場合についての負荷抵抗値を効率最大とな

るようにした場合の効率，消費電力について解析を行った。その結果，高効率化のためには相互イン

ダクタンスを大きくすることが重要であり，また送受電器のどちらかの損失が高い場合でも，もう一

方のコイルの損失が低い場合にはある程度の効率向上が望めることがわかった。しかし送電器の損失

が高い場合 2 次側に発生する電圧が低く負荷消費電力が低くなり，高効率大電力伝送が困難となるこ

とがわかった。この結果により非対称送受電器の設計指針について，送電器は損失低減に努め，受電

器はコイル巻き数を増やし相互インダクタンスの向上をさせるような設計を行なうことが高効率大電

力伝送には重要であることが明らかとなった。 

 

4.3 中継器を用いた給電区間の延長 

4.3.1 はじめに 

走行中車両へのワイヤレス給電を考えた場合，１組の通常の形状の送受電器のみでは給電可能区間

が短くなってしまう。そこで給電区間を長くする必要があるが，送電器と受電器間の伝送距離を伸ば

す方法として中継器を給電器と受電器の間に挿入する方法がある[56]。この中継器を道路に敷き詰め

ることで給電区間を長くできることが考えられる。この方法であれば車両位置検出が不要であり，中

継器には配線が不要であるので埋設が容易となり施工コストが低く抑えられる(図 4.14)。過去の研究

では地上側コイルの個数を決め，限定された条件下で解析を行っていた。 

ここでは磁界共振結合を用いた走行中の EV へのワイヤレス給電において，まず中継器を用いた道

路側コイルの負荷位置と効率の特性を解析し，道路側コイルの個数が変化した場合の負荷位置と効率

の周波数特性を解析する。次に伝送周波数を送受電器の共振周波数と同一とした場合のクロスカップ

リング有無の場合の効率と一次側入力インピーダンスの変化を明らかにすることにより，クロスカッ

プリングがある場合の回路的な状態について考察する。このことにより走行中ワイヤレス給電におけ
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る問題点について明らかにするものである。 

 

 

図 4.14  中継器を用いた給電区間の延長 

4.3.2 中継器を用いた走行中ワイヤレス給電システムの等価回路 

次に中継器を用いた走行中給電用送受電器の等価回路について考える。道路側コイルは図 4.14 のよ

うに敷設され，その上を受電器搭載の EV が通過する形となる。この中継器を用いた走行中給電の等

価回路で表すと図 4.15 のように表される。この図では，地上側送電器の総数は 5 個とする。図 4.15

内の送電器内の VS は電源電圧源の電圧，IS は電流，LS は送電コイルのインダクタンス，CS は共振用

コンデンサの容量，RSは抵抗値であり損失を表す。また，中継器 n，受電器内の LRn，LL，CRn，CL，

RRn，RL，IRn，ILも同様である。RLOADは負荷抵抗値を表す。MSR1，MR12，MR23は道路側コイル同士の

結合を表す。送電器と中継器で構成される道路側コイルはそれぞれ隣り合うコイルと磁界によって結

合している。２つ隣のコイルには遠方であることから結合しないものとする。これら道路側コイル同

士の結合に関してはコイル形状や位置関係で決まり，負荷の位置によって変化することはない。MSL， 

MR1L， MR2L， MR3Lは各道路側コイルと受電器の相互インダクタンスを表す。これらは負荷位置 X に

よって変化する[55]。  

 

図 4.15  中継器による走行中給電用送受電器の等価回路 
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4.3.3 等価回路を用いた解析 

これをもとに，送受電器総数 5 個の場合の回路方程式を求める。この場合の回路方程式をインピー

ダンス行列で表すと式(4.2)で表される。ただし行列内の成分は式(4.3) ~ 式(4.14)で表される。 
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1223 RMjZ    (4.9) 

2334 RMjZ    (4.10) 

SLMjZ 15   (4.11) 

LRMjZ 125    (4.12) 

LRMjZ 235    (4.13) 

LRMjZ 345    (4.14) 

 

次に式(4.3)を用いて，磁界共振結合の解析に必要な特性式を定義する。解析に使用する特性式は効

率 APと一次側入力インピーダンス Zin1である。AP，Zin1はそれぞれ式(4.15)，式(4.16)で表される。 
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次に前記で述べた走行中給電における等価回路を用いて受電器の位置，つまり車両位置が変化した

場合に効率等の特性がどのような特性の変化があるかを解析する。解析に用いる各定数は実験に使用

している送受電器に近い数値を使用する。送電器，各中継器，受電器それぞれ同一形状であるとする。

すなわち LS，LR1，LR2，LR3，LLは 800 uH，CS，CR1，CR2，CR3，CLは 2000 pF，RS，RR1，RR2，RR3，

RLは 1.2 Ω とする。この場合の共振周波数 125.82 kHz である。負荷抵抗値 RLOADは 50Ω とする。 

次に相互インダクタンスについて述べる。まず，地上側送電器の位置関係について，地上側送電器

は 40cm間隔で等間隔に敷き詰められているものとする。また受電器は地上側送電器の上空 30cmの距

離を図 4.16 のように移動するものとする。受電器位置 X [cm]は送電器中心の上空を 0cmとする。 

 

図 4.16  中継器の配置図 

 

地上側送電器間の相互インダクタンス MSR1，MR12，MR23に関してはそれぞれ 25 uH とする。道路側

送電器と受電器の相互インダクタンスの値(MSL，MR1L，MR2L，MR3L)について，これらは受電器の位置

X によって変化する値であり，位置と相互インダクタンスの関係を知る必要がある。そこで電磁界シ

ミュレータを用い，先に述べたコイルと同等のモデルを作成し，位置が X 方向にずれた場合の相互イ

ンダクタンスの値を求め，その結果をもとに多項式による近似を行った。その結果を表すと，受電器

位置 X と MSL，MR1L，MR2L，MR3Lの関係は図 4.17(a)のグラフとなる。このグラフでは，X によって複

数の地上側送電器を結合するクロスカップリングが生じる。クロスカップリングが生じていない状況

についても解析を行なうために，結合が最も強い地上側送電器のみと結合する状況を模擬したグラフ

を図 4.17(b)に示す。この状態においても解析を行い，クロスカップリングがある場合とない場合で比

較を行なう。 
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(a)  クロスカップリングあり   (b)  クロスカップリングなし 

図 4.17  道路側コイルと受電器間の相互インダクタンス 

 

まずクロスカップリングがない場合の効率の周波数特性を図 4.18 に示す。地上側送電器が 1 個の場

合は，受電器位置 X が 0cm となる位置が共振周波数(125.82kHz)で最も高効率となっていることがわ

かる。地上側送電器が 2 個の場合は自己共振周波数において X が 0cmの点で効率が低く，地上側送電

器 2 個目上空となる X が 40cm の点で効率が高くなることがわかる。さらに地上側送電器 3 個の場合

は 1 番目上空(X = 0)と 3 番目上空(X = 80)において高効率となり，地上側送電器 4 個の場合は，2 個目

上空 (X = 40)と 4 個目上空(X = 120)で高効率となる。共振周波数以外にも高効率となる周波数がある

が，X の変化とともにその高効率となる周波数が変化している。このように全給電区間にわたって高

効率伝送な単一の周波数は存在しておらず，伝送効率が悪化するデッドゾーンが存在することがわか

る。そしてそのデッドゾーンの位置は送電器の数によって変化する。 
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(a)  道路側コイル 1 個   (b)  道路側コイル 2 個 

 

(c)  道路側コイル 3 個   (d)  道路側コイル 4 個 

図 4.18  効率の周波数特性（クロスカップリングなし） 

 

次に，クロスカップリングがある場合効率の周波数特性を図 4.19 に示す。これを見ると図 4.18 の

クロスカップリングがない場合と比較しデッドゾーンがはっきりしていない。これは隣り合う地上側

送電器の結合の影響を受けていることによる。 
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(a)  道路側コイル 1 個   (b)  道路側コイル 2 個 

 

(c)  道路側コイル 3 個   (d)  道路側コイル 4 個 

図 4.19  効率の周波数特性（クロスカップリングあり） 

 

次にクロスカップリング有無の場合の特性の変化を比較する。クロスカップリングがある場合とな

い場合の共振周波数における効率と入力インピーダンスの位置特性をそれぞれ図 4.20 に示す。これら

の図は道路側コイルが 3 個の場合である。図 4.20(a)をみると図 4.18 と同様にクロスカップリングが

ない場合はデッドゾーンがはっきりしているのに対し，クロスカップリングがある場合はデッドゾー

ンが少なく見え，効率の面で優位なように見えるが，図 4.20(b)の入力インピーダンスをみると，クロ

スカップリングが無い場合に発生していないリアクタンス成分が発生しており，力率が低下している

ことがわかる。 
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(a)伝送効率     (b)入力インピーダンス 

図 4.20  共振周波数における位置特性 

4.3.4 まとめ 

磁界共振結合のおける中継器を用いた走行中ワイヤレス給電において道路側コイルの数が変化し

た場合の負荷位置と効率の関係を，クロスカップリングがある場合とない場合で等価回路を用いて解

析を行った。その結果一定の負荷抵抗値において高効率給電ができないデッドゾーンの位置は道路側

コイルの数によって変化し，いかなる負荷位置においても効率が最大となる単一の周波数は存在しな

いことがわかった。また入力インピーダンスについても比較し，クロスカップリングにより入力イン

ピーダンスにリアクタンス成分が発生することがわかり，力率改善のために何らかの対策が必要であ

ることがわかった。今後，走行中給電の実現の為，デッドゾーンの低減とクロスカップリングの影響

による力率低下の改善を行なう。 

 

4.4 本章のまとめと今後の展望 

4.4.1 まとめ 

本章では EV の走行中ワイヤレス給電に向けて給電区間を延長する方法の提案を行い，第 2 章で提

案した入出力特性式をもとに解析を行った。 

まず，走行中給電に用いられるであろう非対称送受電器についての解析を行った。電力伝送周波数

を送受電器の共振周波数とする場合，従来の磁界共振結合の等価回路を用いた解析がそのまま適用で

き，送受電器の損失に対する検討のみ行なうことで解析できることを示した。また効率最大となるよ

う二次側インピーダンスを設定した場合は送電側・受電側どちらかの損失を低減することで高効率な

電力伝送が可能であるが，負荷消費電力を考慮した場合は送電側の損失を低減することが大電力伝送

に対し有利であることが分かった。 

給電区間の延長に用いられるであろう中継器を用いた地上側送電器についての解析を行った。その

結果，地上側送電器の数，負荷の位置によって特性が大きく変化することが明らかとなった。また負

荷の位置によって高効率伝送が不可能なデッドゾーンが存在し，そのデッドゾーンの位置は地上側送

電器の個数の偶奇によって変化することが分かった。 

0

0.5

1

-40 0 40 80 120 160

A
P

 

X [cm] 

with CC

w/o CC

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

0

2

4

6

8

10

12

14

16

-40 0 40 80 120 160

Im
[Z

in
1
] 

[Ω
] 

 

R
e
[Z

in
1
] 

[Ω
] 

X [cm] 

Re[Zin] with CC

Re[Zin] w/o CC

Im[Zin] with CC

Im[Zin] w/o CC



4.4 本章のまとめと今後の展望 

 

79 

 

4.4.2 今後の課題 

考えられる非対称送受電器の設計方針 

本章の解析により，EV の走行中ワイヤレス給電に用いられるであろう非対称送受電器の特性につ

いて明らかにした。解析結果から送電器の損失は小さくする必要があることが分かった。送電器の損

失を小さくするためには送電コイルの抵抗値を下げる必要がある。しかし高効率化のためには同時に

相互インダクタンスがある程度大きくする必要がある。そこで，図 4.21 に表される設計方針を提案す

る。まず送電コイルは低損失となるよう巻き数を少なくする。そして受電側は細線や安価な材質の線

材を用いて巻き数を多くする。このことにより送電器の損失は低減し，かつある程度の相互インダク

タンスを稼ぐことができる。また車両側は安価な線材を使用できるためユーザーの費用的な負担が少

ない。これにより走行中給電に向けて EV への親和性が高い高効率大電力伝送に向けたコイル設計を

行なうことができる。 

 

 

図 4.21  非対称送受電器の設計方針案 

 

道路側コイルの配置・形状案 

本章の解析により中継器を用いた道路側コイルについて，ただ同一形状のものを羅列しただけでは

高効率給電が行えないデッドゾーンが発生してしまうことが分かった。また，2 つの道路側コイルと

受電器が結合するクロスカップリングが発生するような状況下では電源から見た力率が悪化する。そ

こでデッドゾーンを小さくできる道路側コイルの配置・形状案を提案する。まず，送電器と中継器を

合わせた道路側コイルの個数は偶数個とする。このことにより無負荷時の電源から見た入力インピー

ダンスは大きくなり，車両が存在しない場合の一次側電流は低く抑えられる。次に，デッドゾーンが

発生する部分のコイルは小さくする。このことにより給電区間に対するデッドゾーンが占める割合は

小さくできる。さらにクロスカップリングが発生しないよう道路側コイル間の距離を工夫する。これ

によりクロスカップリングによる力率悪化を防止する。これらにより高効率でデッドゾーンが少なく

無負荷時の制御が不要な道路側コイルが実現できる。 

 

 

図 4.22  道路側コイルの配置・形状案 
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第5章 結言 
 

 

 

 

5.1 まとめ 

本学位論文では磁界共振結合を用いた電気自動車へのワイヤレス給電の実用化に向けて必要とな

る理論の構築を行い，実験によって具体例を示した。また，走行中のワイヤレス給電の実現に向けて

ワイヤレス給電システムの構成についての提案を行なった。 

第 1 章では，序論としてワイヤレス給電に関する先行研究の現状紹介を行い，それを踏まえた本研

究の方針について述べた。先行研究として近年のワイヤレス給電の研究の火付け役となった電磁界共

振結合の発表から各研究機関での研究やインフラ側の要請など，電気自動車向けワイヤレス給電に関

連する周囲の状況について述べ本研究の位置づけを明らかにした。 

第 2 章では，電気自動車への給電に必要な長伝送距離・高効率・大電力伝送に向けた磁界共振結合

の特性解明を行った。まず従来の解析方法の比較を行い，電気自動車向けワイヤレス給電に向いた解

析方法，機器の構成について論じた。次に従来から議論されていた伝送効率以外に入出力の電圧比，

電流比，入力インピーダンス，消費電力の関係式を明らかにし，これらの式を用いて負荷や伝送距離

など実使用状態で発生しうる伝送状態の変化が起こった場合の特性変化について解析を行った。これ

らのことにより，高効率化のためには送受電器の性能や伝送距離だけでなく負荷の状態が重要である

こと，効率と消費電力は両立せずアプリケーションに応じた選択が必要であることが明らかとなった。

さらに入出力の特性式が明らかになったことから，伝送状態変化があった場合の電圧電流の振る舞い

の計算が容易となり，ワイヤレス給電に必要な電源や負荷機器の設計が可能となった。また，イミタ

ンス特性など，磁界共振結合が持つ特殊な挙動についても容易に説明が可能となった。 

第 3 章では，第 2 章で明らかになった特性式を用いて長伝送距離・大電力かつ総合効率の向上に焦

点を当てたワイヤレス給電を行なった。まず第 2 章で導出した特性式を用いて必要な消費電力と送受

電器のパラメータから高効率な状態となった場合に想定される各部の電圧・電流を明らかにした。そ

してこの情報をもとに高い効率を持つ高周波電源と整流器の制作を行った。その後抵抗負荷へ大電力

の給電を行った。その結果伝送距離 30cmで総合効率 88.3%・負荷消費電力 3.4kW，伝送距離 40cmで

77.8%・1.7kW という結果を得ることができた。さらにこの知見を利用して市販の電気自動車へのワ

イヤレス給電実験を行ない，伝送距離 30cm で 3.3kW の給電を行なうことができた。次に双方向チョ

ッパを用いた最大効率・負荷電圧安定を両立した負荷側回路の提案を行なった。双方向チョッパと蓄

電素子を用いた回路を提案し，回路構成と制御方法について説明した。またチョッパによる伝送効率

改善に関する実験を行なった。このことにより電気自動車への親和性が高い回路構成で最大効率での

電力伝送と蓄電素子への充電，負荷への一定電圧の供給を両立させることができ，チョッパによって

伝送効率が改善できることを示した。さらにこの知見を利用して当該回路を模型自動車へ実装して走

行中ワイヤレス給電を行なった。これにより小型のモデルであるが提案方法によってキャパシタへの

充電と負荷への安定電圧供給が実現でき，走行中ワイヤレス給電に応用できることを証明した。 

第 4 章では，前章までに得られた結果をもとに電気自動車への走行中ワイヤレス給電に向けた構成

に関する技術的な提案を行なった。まず，走行中給電に用いられるであろう送電コイルと受信コイル

の形状が異なる非対称送受電器について解析を行った。その結果，送受電器の共振周波数を電力伝送
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周波数として用いることで先に示した等価回路と特性式が使用可能であり，送受電器の損失に関する

検討が重要であることが分かった。さらに送受電器の形状変化を模して損失が変化した場合の解析を

行った。その結果，送電側・受電側どちらかの損失が大きい場合でも他方の損失を低減させることで

伝送効率の高効率化が図れるが，大電力伝送には送電器の損失を低減させるような構造とすることが

重要であることが示された。次に中継器による給電区間の延長について解析を行った。安価で容易な

方法で給電区間を延長する方法として中継器を路面に羅列する方法があるがこの場合における伝送効

率について解析を行った。その結果，路面側共振器（送電器，中継器）の数と負荷側の受電器の位置

によって高効率な電力伝送が行えないデッドゾーンが発生することが明らかとなりデッドゾーン低減

を目的とした地上側共振器の考案が必要であることが分かった。 

本論文では，アカデミック性や新規性という名の目新しさばかりにとらわれず，実現に向けて有用

な理論，情報，具体的な実験について述べた。このことにより電気自動車へのワイヤレス給電の実用

化に貢献できるものと考える。 
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